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◆プランの体系図

１．政策・方針決定過程への女性の参画拡大

２．地域活動への参画促進

（30）高齢者相談の充実

（31）障害者と暮らしている家族のかたへの支援

（25）地域における自立への支援の充実

（26）地域で自立して暮らせるための支援

（27）高齢者にやさしいまちづくりの推進

（28）高齢者が安心して暮らせるための支援

（29）高齢者の虐待防止対策の推進

（02）市民意識の調査

Ⅱ．あらゆる分野への男女共同参画の推進

（18）親子ふれあいの場の確保

（19）地域における子育て支援の充実

（20）子どもや母親の健康の確保

（11）地域防災における女性の参画の促進

Ⅲ．少子・高齢社会に対応した福祉の充実

（12）各種イベント、まつり及び観光の企画・運営に女性の参画を拡充

１．子育て支援の推進

（13）保育サービスの充実

（06）審議会等への女性委員の登用促進

（14）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の充実

（07）女性の登用に係る要綱等の適正な運用及び推進

（22）子どもの安全の確保

（23）子どもの遊び場の整備

２．高齢者支援等の推進

（24）介護予防のための支援

（15）ファミリー・サポート事業の充実

男女共同参画社会の実現

基本的課題

（10）男女共同参画の視点に立った団体やリーダーの育成推進

主な取り組み基本理念 基本目標

（03）学校における男女共同参画教育の推進

（04）家庭教育、生涯学習の充実

（05）情報を読み解き、活用する能力向上のための機会の提供

（08）各種会合等の開催時間の工夫

（09）活動団体等への支援

Ⅰ．男女共同参画意識の形成

１．男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の啓発

２．男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実

（01）男女の人権及び男女共同参画意識の啓発

（16）子育て相談の充実

（21）児童虐待防止策の充実

（17）子育て支援のための情報の充実
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１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

２．生涯を通じた女性の健康の支援

（52）削除

（60）生涯にわたってスポーツできる事業の推進

３．地域における相互扶助の推進

（61）市民活動支援センターの活動の充実

（62）社会福祉協議会の活動の支援

（45）育児休業・介護休暇からの復帰支援環境整備

（46）課長職以上の管理職へ女性の登用促進

（47）女性職員を自治大学校に派遣するなどの能力開発支援

（39）労働時間短縮や新しい就労形態の普及

（63）国際交流・協力の推進

（55）削除

（58）健康知識の普及及び啓発

（59）性差医療についての啓発

（56）各種がん検診、各種健康教室、健康相談体制の充実

（57）健康づくり支援ボランティアの充実

Ⅴ．男女平等の実現に向けた地域環境の整備

（49）男女共同参画に関する研修の充実

（54）相談員等の研修の充実

（50）セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進

（53）相談・カウンセリング体制の充実

（51）女性に対する暴力根絶のための環境づくり

（40）労働相談体制の充実

１．労働環境の整備

（36）事業所における職場内保育の充実

Ⅳ．男女平等に基づく労働環境の整備

（32）事業所への男女共同参画に関する啓発

（33）育児・介護休業の啓発と取得促進

（34）家族経営協定の周知及び締結の促進

（35）企業における女性の管理職比率の向上推進

（38）仕事と子育て、介護の両立のための情報提供

（43）商工会議所等が開催する講座の支援

（01）ＤＶ被害防止に向けた啓発
（02）ＤＶ相談体制の充実
（03）自立支援の充実

稲沢市ＤＶ対策基本計画

（37）ファミリー・フレンドリー登録企業のＰＲと啓発

３．市役所における男女共同参画の推進

（44）育児休業・介護休暇の取得しやすい職場の環境整備

（48）短時間勤務職員の導入についての検討

（41）削除

（42）女性農業者の活動支援の充実

２．男女の職業生活と家庭・地域生活の両立支援
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平成３０年度「いなざわ男女共同参画プランⅡ（第２次中間改訂）」実施状況調査の概要 

 

 「いなざわ男女共同参画プランⅡ（第２次中間改訂）」に位置付けられた事業の平成３０年度実施状況に

ついて、担当課に調査票への記入を依頼し、提出された調査票を集約したものです。 

 

◆ 調査報告書の見方 

 

 基 本 目 標 Ⅰ．男女共同参画意識の形成 

 基本的課題 １．男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の啓発 

 主な取り組み (01)  男女の人権及び男女共同参画意識の啓発 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

 

プランの「主な取

り組み」をご覧く

ださい 

（施策を所管・実

施する課名） 

 

具体的な施策の内容 

 

平成３０年度の実施状況

を記載（数値の分かるもの

は、具体的に記載） 

 

下記評価基準に

より実施状況の

評価を記載 

（担当課） 

実施状況について

担当課のコメント

を記載 

 

※関係する課、施設 … （関係各課）と記載 

※前年度実績数値等を〈  〉で記載 

 

 

 

■ 男女共同参画審議会のコメント 

 基 本 目 標 Ⅰ．男女共同参画意識の形成 

  

 

  

 

・基本目標ごとに審議会からの意見をまとめたもの 

 

 

 

 

■ 評価方法について 

 ・実施状況調査の回答から、具体的施策ごとに各課が評価したものを記載した。 

 

 評価基準 

  Ａ ＝取り組みが実行されており、その結果は十分に満足できる状況にある 

  Ｂ ＝取り組みはある程度実行されているが、その結果はまだ十分といえない。 

  Ｃ ＝取り組みも十分でなく、結果もほとんど出ていない。 

  Ｄ ＝具体的取り組みがなく、検討中である。 
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平成３０年度「いなざわ男女共同参画プランⅡ（第２次中間訂）」実施状況調査表 

 

 基 本 目 標 Ⅰ．男女共同参画意識の形成 

 基本的課題 １．男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の啓発 

 主な取り組み (01) 男女の人権及び男女共同参画意識の啓発 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

広報紙による男

女共同参画の啓

発 

（秘書広報課） 

 

広報紙に男女共同参画に

関する記事を掲載する 

 

男女共同参画推進セミナー（Ａ）開催案

内（5月号） 

男女共同参画社会づくり学習会の案内

（6月号） 

男女共同参画作品募集（8月号） 

いなざわ男女共同参画社会づくりフォ

ーラム開催案内（10月号） 

男女共同参画推進セミナー（Ｂ）開催案

内（1月） 

Ａ 

男女共同参画に

関する記事の掲

載・啓発に努め

た。 

 

市役所出前講座 

（秘書広報課） 

 

市民が主催する集会など

に、市役所の職員を講師と

して派遣する 

 

出前講座開催件数 0件〈0件〉 

 

 ― 

男女共同参画の

視点に立った講

座運営に努めた

が、開催希望がな

かった。 

市政情報番組に

よる男女共同参

画の啓発 

（秘書広報課） 

ＣＡＴＶの市政情報番組

において男女共同参画の

啓発を図る 

未実施〈未実施〉 

― 

男女共同参画に

関する啓発依頼

がなかった。 

まちづくり推進

協議会が行う男

女共同参画に関

する啓発活動支

援 

（地域協働課） 

まちづくり推進協議会が

行う男女共同参画に関す

る啓発活動を支援する 

女性団体育成部会への活動支援、情報

提供を行った。 

 ・支援団体 2団体＜2団体＞ 

 ・活動回数 38回〈39回〉（延べ） 

  大里東チューリップ母親クラブ 

  大里東女性の会 

Ｂ 

男女が参画でき

るよう努めてい

る。 

男女共同参画社

会づくりフォー

ラム、学習会の開

催 

（地域協働課） 

男女共同参画推進団体と

協力してフォーラム等の

啓発活動を実施する 

◆男女共同参画社会づくりフォーラム 

・実施日 11月 18日（日） 

・場所 名古屋文理大学文化フォーラ 

ム 中ホール 

・活動紹介「いなざわウィルネット」

オープニングステージ、スライド、

トークショー 

・講演 講師 ダニエル・カール 

 演題「ダニエルのすごくあた 

りまえの男女共同参画 

論」 

・参加者 370人〈406人〉 

     男性 98人〈98人〉 

Ａ 

フォーラムでは

はいなざわウィ

ルネット活動紹

介と男女共同参

画に関する講演

を実施し、応募者

数の 7 割を超え

る方の参加あり

ある程度成果が

あった。 

学習会では男女

共同参画により

関連したテーマ



- 5 - 

 

女性 272人〈308人〉 

◆男女共同参画社会づくり学習会 

・実施日 6月 16日（土） 

・場所 勤労福祉会館第2、3研修室 

・講演「ＬＧＢＴってなんだろう？～

多様性を大切にする社会に」 

・参加者 55人〈94人〉 

男性 8人〈14人〉 

女性 47人〈49人〉 

で実施し、男性参

加者もおみえに

なりある程度成

果があった。 

男女共同参画啓

発パネル展、啓発

資材配布 

（地域協働課） 

 

男女共同参画推進団体と

協力してパネル展等の啓

発活動を実施する 

◆男女共同参画啓発事業 

・実施日 6月 9日（土） 

・場 所 ヨシヅヤ新稲沢店 

     アピタタウン稲沢 

・内 容 ①啓発品・学習会チラシの

配布 

・配布数 1,000部 

◆男女共同参画啓発パネル展 

・期 間 6月 16日（土）～29日

（金） 

・会 場 稲沢市中央図書館 

・内 容 ①男女共同参画啓発パネル

展 

◆男女共同参画テーマ図書コーナーの

設置及び啓発パネル展 

・期 間 11月 3日（土）～16日

（金） 

・会 場 稲沢市中央図書館 

・内 容 ①テーマ図書コーナー（2

階） 

②男女共同参画啓発パネル

展（1階） 

・展示数 関連図書60冊 

     パネル 10枚 

Ａ 

啓発資材配布や

パネル展実施な

ど、機会を捉えて

積極的な啓発を

実施できた。 

◆数値目標 

※ 用語の周知度については、2014年度から調査方法を変更したため、参考値となります。 

 

 主な取り組み (02) 市民意識の調査 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

項  目 

目標とする数値 
第 2次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 ※ 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2004（平成 16）

年度 
２０１８（平成３０）年度 

「男女共同参画社会」とい

う用語の周知度 

（地域協働課） 

１００％ ※３８．７％ ５２．５％ 未実施   
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男女共同参画に

関する調査 

（地域協働課） 

男女共同参画に関する市

民意識調査を5年ごとに行

う 

平成 26年に実施 

― 

次回調査は令和

元年度に実施す

る予定。 

  

基本的課題 ２．男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実 

主な取り組み (03) 学校における男女共同参画教育の推進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

教職員研修 

（学校教育課） 

 

男女共同参画に関する教

職員研修を行う 

初任者研修、少経験者研修において、男

女協働の大切さを指導した。 Ａ 

若手教員に対す

る意識の再確認

を行った。 

男女平等意識の

育成 

（学校教育課） 

男女共同参画意識の育成

を図る授業を行う 

道徳の時間、人権週間等、教育活動全般

を通じ、男女平等意識の高揚を図った。 Ｂ 

児童生徒に対す

る意識啓発を行

った。 

人権教育の推進 

（学校教育課） 

 

男女共同参画意識の育成

を図る授業を行う 

いじめの問題をはじめ、人権に配慮した

教育を常に各学校で実践している。１２

月の人権週間には、朝礼等の時間を活用

するなど、取組みを行った。 

Ａ 

いじめ防止や差

別廃止の観点か

ら人権教育に取

り組んだ。 

個性や能力を重

視した学習指導

の充実 

（学校教育課） 

男女共同参画意識の育成

につながる授業を行う 

学級や学年、学校のそれぞれの活動の中

で、男女が協力し合い、お互いのよさを

認め合いながら活動できるよう指導し

た。 

Ｂ 

男女が互いに協

力し合えるよう

指導を行った。 

性教育の学習 

（学校教育課） 

 

男女共同参画意識に基づ

いた性に関する学習をす

る 

 

小学校の体育（保健）では、「育ちゆく

体とわたし」で、中学校の保健体育の授

業では、「心身の発達と心の健康」で、

異性を尊重した態度や行動が必要であ

ることを指導した。 

Ａ 

男女が互いに尊

重し合う気持ち

を高めた。 

 

 主な取り組み (04) 家庭教育・生涯学習の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

家庭教育学級 

（生涯学習課） 

 

男女共同参画の意識を高

めるための講座を行う 

・実施日 10月 12日～11月16日 

（全 3回） 

・場所 名古屋文理大学文化フォーラ 

ム小ホール 

・内容 「子どもを勇気づけるには」「子

どもを伸ばす子育ての基礎

作り」など 

・延べ参加者 163人〈161人〉 

       男性1人〈3人〉 

女性 85人〈68人〉 

Ａ 

どの参加者もメ

モをとり真剣に

聞き入った。グル

ープワークによ

って参加者同士

の交流も持つこ

とができた。来年

も受講したいと

いう声が多く、継

続実施していく。 

男女共同参画推

進セミナー 

（地域協働課） 

 

男女共同参画推進セミナ

ーを行う 

男女共同参画推進セミナー（前期） 

・実施日 6月 15・22・29日（全 3回） 

・場 所 勤労福祉会館 第2・3研修         

     室 

Ｂ 

男性の参加者数

が非常に少なか

ったので、男性に

も興味を持って
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・内 容 「住まいの整理術で暮らしを

整える」 

・延べ参加者 94人〈114人〉 

男性 2人〈9人〉 

女性 92人〈105人〉 

男女共同参画推進セミナー（後期） 

・実施日 3月 2日 

・場 所 勤労福祉会館 第2・3研修         

     室 

・内 容 「ドイツの男性と暮らして～

女性の社会進出」 

・参加者 27人〈133人〉 

男性 4人〈6人〉 

女性 23人〈127人〉 

※前期、後期ともに講座の初回にＤＶ啓

発資料を配布、説明を実施した。 

もらえる講座も

検討していく。 

青少年健全育成

市民大会 

（生涯学習課） 

 

青少年健全育成市民大会

を開催する 

青少年健全育成市民大会 

・実施日 7月 7日（土） 

・場所 名古屋文理大学文化フォーラ 

    ム中ホール 

・内容 事例発表（中学生高校生各 1

名）、大会宣言、記念事業（対

談）「子どもの生きぬく力を育

てよう」 

Ａ 

青少年の健全育

成への意識を高

めるため、事例発

表の内容を広報

へ掲載した。 

◆数値目標 

 

 主な取り組み (05) 情報を読み解き、活用する能力向上のための機会の提供 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

メディア・リテラ

シー教育 

（子育て支援課） 

 

メディア・リテラシー教育

について検討する 

・児童厚生員研修会を通して理解を深

めた。 

・児童に接する際に、意識して関わって

いく。 

Ｂ 

情報過多の時代

に子どもが健全

に育成されるよ

う、意識を持って

取り組んでいる。 

メディア・リテラ

シー教育 

（学校教育課） 

 

メディア・リテラシー教育

を充実させる 

全校に整備されているコンピュータを

活用し、情報の適切な扱い方や情報モ

ラルについて指導した。 
Ｂ 

情報を主体的に

活用する能力や

モラル意識を高

めた。 

項  目 

目標とする数値 
第 2次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１８（平成３０）年度 

男女共同参画推進セミナー

に参加する男性の割合 

（地域協働課） 

３５．０％ ２５．５％ ８．１％ 
５．０％ 

〈６．１％〉 
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メディア・リテラ

シー教育 

（生涯学習課） 

メディア・リテラシーに関

する講座を開催する 

 

Ｈ30年度は未実施 

（参考）直近の実施はＨ26 年度に『青

少年と携帯電話～保護者と青少年が一

緒に考える安全な使いかた～』をテー

マに講演を実施。 

― 

（生涯学習課） 

今後も各種講座・

講演会等で機会

を捉えて実施し

ていく。 

男女共同参画に

関する図書等の

購入 

（図書館） 

 

男女共同参画に関する図

書の充実を図る 

男女共同参画に関する図書資料の収集

に努めた。ＮＤＣ：366（労働問題）・367

（家族問題、男性・女性問題、老人問題

など）の中で該当するものを抽出する

と収集実績は 62タイトルとなる 

Ｂ 

分類による抽出

のため、実態はも

う少し多いと思

われる。今後も更

なる図書の充実

に努めていく。 

「男女共同参画

の視点からの公

的広報の手引き」

の周知 

（地域協働課） 

男女共同参画の視点を取

り入れたパンフレット等

の発行に努める 

内閣府のパンフレット「男女共同参画

の視点からの手引き」を配布した。 

Ｂ 

職員研修等の機

会を捉えて実施

していく。 

 

■ 男女共同参画審議会のコメント 

 基本目標 Ⅰ．男女共同参画意識の形成 

 

・市役所出前講座開催の依頼がないのであれば、内容を見直すか違う方法でのアプローチが必要である。 

・男女共同参画推進セミナーに参加する男性の割合が少ないのであれば、内容や開催日時の設定を考慮する必要が

ある。 

・パネル展を図書館だけでなく、商業施設でおこなったことは大きな成果だと思うが、中心部のショッピングセン

ター以外についても検討していただきたい。 

・教育の推進については、早くから取り入れることが大切であり、子どもから大人まで誰もが、普段から男女共同

参画について豊富に見聞きする施策が必要である。 
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基本目標 Ⅱ．あらゆる分野への男女共同参画の推進 

基本的課題 １．政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

主な取り組み (06) 審議会等への女性委員の登用促進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

審議会等への女

性委員の登用促

進 

（企画政策課、関

係各課） 

 

政策・方針決定の場に女性

の参画を促進するため、各

種審議会等に女性委員を

積極的に登用する 

（企画政策課） 

法令、条例及び要綱等に基づき設置し

ている審議会等への女性委員の登用状

況を調査し、把握に努めた。 
Ｂ 

「市民参加条例」

の理念に基づき

女性を含むより

多くの市民が審

議会等に参加で

きるよう努める。 

（商工観光課） 

稲沢市観光基本計画推進委員会の委員

について、公募により女性1名に委嘱

した。（委員 17名中、女性1名） 

Ｂ 

女性委員の登用

に努める。 

◆数値目標 

  

主な取り組み (07) 女性の登用に係る要綱の整備等を検討 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

女性の登用に係

る要綱等の適正

な運用及び推進 

（企画政策課、関

係各課） 

各種審議会等における男

女構成割合の適正化を付

属機関要綱等に位置づけ、

女性委員の参画、促進を図

る 

 

平成 27年度改正の「審議会等の設置及

び運営に関する要綱」に則り、委員に女

性を積極的に登用することに加え、本

プランで掲げる数値を目標にすること

とし、更なる女性委員の参画の促進に

努めた。 

Ｂ 

必要に応じた要

綱等の整備や適

正な運用に努め

る。 

 

 主な取り組み (08) 各種会合等の開催時間の工夫 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

各種会合等の開

催時間の工夫 

市民参画を推進するため、

開催する会合等について、

（企画政策課） 

より多くの市民が市政に参加できるよ
Ｂ 

「審議会等の設

置及び運営に関

項  目 

目標とする数値 
第 2次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2006（平成 18）

年度 
２０１８（平成３０）年度 

市の審議会等に占める女

性委員の割合 

（地域協働課） 

３５．０％ ２９．２％ ２１．９％ 
２９．９％ 

〈２９．９％〉 

農業委員に占める女性委

員の割合 

（農業委員会事務局） 

９．０％ ５．６％ ０．０％ 
１５．８％ 

〈１２．５％〉 
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（企画政策課、関

係各課） 

さまざまな市民が参加で

きるよう、開催時間を工夫

する 

 

う、各種会合等の開催時間の工夫を含

めて、市民参加の推進に努めるよう各

部課へ周知を図った。 

する要綱」及び

「市民参加条例」

の規定に基づき、

市民が参加機会

を広く得られる

よう努める。 

 

基本的課題 ２．地域活動への参画促進 

主な取り組み (09) 活動団体等への支援 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

男女共同参画推

進団体ネットワ

ーク事業 

（地域協働課） 

男女共同参画を推進する

ため、フォーラム等の企

画・運営をいなざわウィル

ネットに委託し、その活動

を支援する 

 

・参加団体 15団体＜16団体＞ 

・会員数  1,484人〈1,506人〉 

・活動内容 

ア 男女共同参画社会づくりフォー

ラムの企画運営 

イ 男女共同参画社会づくり学習会の

企画運営 

ウ 研修事業（交流会） 

◆ウィメンズネットこまき（小

牧市） 

・日 時 12月7日（金） 午前10時

～午前11時45分 

・会 場 稲沢市役所 政策審議室 

・内 容 活動内容等についての意

見交換会 

     ※交流会後三菱エレベ

ーター試験棟視察 

エ その他啓発事業 

 ・啓発パネル展、啓発資材配布等 

Ａ 

20 年以上経過し

たいなざわウィ

ルネットの活動

は、本市の男女共

同参画社会実現

に向けた取り組

みの中心となっ

ているほか、参加

する団体相互の

連携や情報交換

の貴重な場とな

っている。 

地域女性学級へ

の活動支援 

（地域協働課） 

 

女性団体の活動を支援す

る 

・活動団体数 2団体＜3団体＞ 

・会員数 71人〈95人〉 

・延べ活動回数 21回〈33回〉 

・延べ参加者数 530人〈1,027人〉 

Ｂ 

女性の地位向上

を図るとともに、

地域女性の交流

と連携を推進し、

男女共同参画社

会の形成を目指

し、女性の個性を

発揮させるため

の活動を支援し

ていく。 

稲沢市連合婦人

会への助成 

（地域協働課） 

 

女性団体の活動を支援す

る 

・会員数 234人〈240人〉 

・延べ活動回数 70回〈68回〉 

・延べ参加者数 1,717人〈1,744人〉 

・クラブ数 8クラブ〈8クラブ〉 

・機関紙発行 1回〈1回〉 

Ｂ 

地域に根ざした

活動を行い社会

に貢献している。

会員数が減少傾

向に歯止めがか

かったので、今後
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は増員に向け、一

層の知名度向上

や地域への浸透

を目指し、新たな

取り組みを図っ

ていく。 

 

 主な取り組み (10) 男女共同参画の視点に立った団体やリーダーの育成促進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

ＮＰＯやボラン

ティア団体の育

成 

（地域協働課） 

男女共同参画の視点に立

った団体やリーダーの育

成を支援する 

稲沢市社会福祉協議会と連携を取りな

がら、男女共同参画をテーマとする講

演会や男女共同参画推進団体に関する

情報を紹介した。 

Ｂ 

引き続き市民活

動支援センター

登録団体の活動

を支援していく。 

食生活改善推進

員（ヘルスメイ

ト）活動の支援 

（健康推進課） 

市民の健康づくりを支援

できるボランティア組織

づくりのため、リーダー養

成や活動を支援する 

 

食生活改善推進員の活動を支援 

・年間34回〈19回〉 

延べ392人〈260人〉 

ヘルスメイトの再教育 

年4回〈年4回〉52人〈49人〉 

役員会 年10回〈年10回〉 

94人〈94人〉 

自主活動支援 年20 回〈6回〉 

 246人〈117人〉 

Ａ 

養成講座を受講

した者による地

域での食育推進

活動ができるよ

うに連携・協力す

る。 

養成講座への派

遣 

（地域協働課） 

男女共同参画の視点に立

った団体やリーダーの育

成を図るため、県が主催す

る養成講座に受講生を派

遣する 

 

県男女共同参画人材育成セミナー 

・5月～3月（全 10回） 

・派遣人員 2人〈1人〉 

 
Ａ 

県主催の養成講

座等に受講生を

派遣することが

できた。今後も継

続して派遣を実

施していく。 

 

 主な取り組み (11) 地域防災における女性の参画の促進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

防災訓練事業 

（危機管理課） 

 

災害時に支援活動を担う

女性が防災関係の役員と

して参画できる環境を整

備する 

防災関係機関、事業所、住民等の協力体

制や地域の連携の確立を図るため、総合

防災訓練を実施した。 

参加者 約 800人〈780人〉 

Ａ 

参加者の防災意

識の向上を図る

機会となってい

る。 

自主防災訓練補

助事業 

（危機管理課） 

 

災害時に支援活動を担う

女性が防災関係の役員と

して参画できる環境を整

備する 

自主防災訓練を実施した 176〈176〉の

自主防災会に対し、訓練補助金を交付し

た。 

補助金額 4,194,500円〈4,158,800円〉 

Ａ 

地域における防

災意識が向上す

るため、今後も継

続していく。 
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主な取り組み (12) 各種イベント、まつり及び観光の企画・運営に女性の参画を拡充 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

まちづくり推進

協議会への女性

の参画を拡充 

（地域協働課） 

まちづくり推進協議会が

行う政策・方針決定過程の

場へ、女性の参画が拡がる

よう働きかける 

役員選出時に検討していただくよう呼

びかけた。 

 ・9団体の正副会長 36人〈36人〉 

  （うち女性 4人〈1人〉） 

Ｂ 

役員選出方法が

異なる中、女性役

員の選出に努め

た。 

観光事業の企画・

運営に女性を登

用 

（商工観光課） 

 

観光に関する政策・方針決

定過程の場へ、女性の参画

が広がるよう働きかける 

稲沢市観光基本計画策定委員会の委員

について、公募により女性1名に委嘱

した。（委員 17名中、女性1名）ま

た、観光まちづくり推進のために組織

された「いなざわ観光まちづくりラ

ボ」のメンバーに 10名（メンバーは

合計 52名）の女性が参画している。 

Ｂ 

観光まちづくり

ラボの構成員は

随時募集してい

るが、女性が参画

し易い運営に努

める。 

◆数値目標 

  

■ 男女共同参画審議会のコメント 

基本目標 Ⅱ あらゆる分野への男女共同参画の推進 

 

・各会議等での女性委員登用促進等については、数値を見る限り少しずつ増えてはいるが、まだまだ多くはないの

で、人員構成を定めるなどの対応に取り組んでいただきたい。 

・地域防災における女性の参画促進については、参加者人数の記載はあるが、その中の女性の参加者数がわからな

いので、男女比率を出していただきたい。 

・市民活動団体については、近隣市町村より女性が主となって活躍する団体への支援が少ないので、更なる支援施

策を検討していただきたい。 

・まちづくり、観光等については、女性のアイデアが活きるよう、女性役員の定数を定めるなど、女性リーダーが

増えるように検討していただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2006（平成 18）

年度 
２０１８（平成３０）年度 

まちづくり推進協議会に占

める女性委員の割合 

（地域協働課） 

２５．０％ １３．９％ １５．６％ 
１１．１％ 

〈２．８％〉 
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 基 本 目 標 Ⅲ．少子・高齢社会に対応した福祉の充実 

 基本的課題 １．子育て支援の推進 

 主な取り組み (13) 保育サービスの充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

延長保育、乳児保

育（3歳未満時保

育）、障害児保育、

一時保育の充実 

（保育課） 

 

安心して子どもを預け就

労できるよう、保育サービ

スの充実に努める 

公立保育園 18園〈18園〉 

民間保育園 17園〈14園〉 

・延長保育 31園〈29園〉 

公立(14)〈14〉、民間(17)〈15〉 

・乳児保育 32園〈30園〉 

公立(15)〈16〉、民間(17)〈14〉 

・障害児保育 15園〈15園〉 

 公立(12)、民間(3)〈3〉  

・一時保育 6園〈6園〉 

公立(3)、民間(3) 

Ａ 

延長保育、乳児保

育について 2 園

増加となった。今

後も住民のニー

ズに対応してい

く。 

夜間保育、休日保

育、病後時保育、

特定保育の実施

検討 

（保育課） 

 

安心して子どもを預け就

労できるよう、保育サービ

スの充実に努める 

夜間保育   民間１園〈1園〉 

休日保育   民間１園〈1園〉 

病後児保育  未実施 

特定保育   未実施 
Ｂ 

夜間保育、休日保

育について実施

ができた。 

今後も住民のニ

ーズに対応しな

がら、実施に向け

検討・研究してい

く。 

◆数値目標 

※１ 2015 年度から「子ども子育て支援新制度」の施行に伴い、延長保育の定義が変更になったため、現況より第３

次期間目標値が低くなっている。 

※２ 保育園の統廃合に伴い、現況より１園減となっている。 

 

 

 

 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１８（平成３０）年度 

延長保育の促進 

（保育課） 
２３保育園 

 ※１ 
２９保育園 １１保育園 

３１保育園 

〈２９保育園〉 

乳児保育の促進 

（保育課） 
２９保育園 

 ※２ 
３０保育園 １１保育園 

３２保育園 

〈３０保育園〉 

障害児保育の促進 

（保育課） １２保育園 １１保育園 ５保育園 
１５保育園 

〈１５保育園〉 

一時保育の促進 

（保育課） ７保育園 ７保育園 ２保育園 
６保育園 

〈６保育園〉 
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 主な取り組み (14) 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

放課後児童健全

育成事業の充実 

（子育て支援課） 

学校から児童クラブまで

の児童の移動を、より安全

に行えるよう児童クラブ

の配置を検討する 

 

・学校外の施設で実施していた 1児童

クラブを学校内に移転させた。 

・23小学校区で 25〈26〉児童クラブ

を実施。（内いなッピークラブは 1ク

ラブ） 

Ｂ 

利用者数の推移

を見ながら実施

場所の確保に取

り組んでいる。 

◆数値目標 

 ※クラブの開設個所数の数え方が H17年度と現在とでは変更になっています。 

  以前は、支援の単位（学校でいえば、クラス数）で数えていましたが、現在は施設数（学校でいえば学校数）で数

えています。ちなみに、平成30年度の支援の単位の数でいうと 35単位でした。 

 

 主な取り組み (15) ファミリー・サポート事業の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

ファミリー・サポ

ート・センター事

業の充実 

（子育て支援課） 

仕事と子育ての両立支援

のため、利用しやすいシス

テムを検討する 

・活動件数 3,313件〈3,705件〉 

Ｂ 

様々な機会を捉

えて利用につい

ての PR をしてい

る。 

  

主な取り組み (16) 子育て相談の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

子育て支援総合

相談センター、子

育て支援センタ

ーでの相談実施 

（子育て支援課） 

 

子育て中の保護者が気軽

に相談できる体制づくり

に努める 

・子育て支援総合相談センター 

  家庭児童相談室  

相談 1,128件〈1,066件〉 

  こども発達支援室  

相談 1,395件〈1,336件〉 

・子育て支援センター 

  相談 386件〈220件〉 

Ａ 

子育て支援セン

ターが 2 か所に

なり、相談しやす

い環境整備に取

り組んでいるた

め相談件数も増

加している。 

健康相談、電話相

談、新生児訪問の

実施 

（健康推進課） 

 

子育て中の保護者が気軽

に相談できる体制づくり

に努める 

・健康相談 延べ477件〈472件〉 

・母子健康手帳交付時面接  

1,024件〈1,044件〉 

・電話相談 延べ1,651件〈2,272件〉 

・乳幼児等訪問指導  

Ａ 

面接・電話・訪問

等により幅広く

相談に対応する

ことで、妊娠期か

ら子育て期まで

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１８（平成３０）年度 

放課後児童健全育成事業の

促進 

（子育て支援課） 

３８クラブ ３４クラブ １５クラブ 
２５クラブ 

〈―〉 
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新生児及び妊産婦 1,097件 

〈1,078件〉 

未熟児 62件〈72件〉  

乳児 688件〈772件〉 

幼児 318件〈332件〉 

その他 17件〈37件〉 

・すくすく広場、個別相談 185件 

            〈263件〉 

切れ目ない育児

支援を行う。 

こんにちは赤ち

ゃん訪問事業 

（子育て支援課・

健康推進課） 

 

子育て中の保護者が気軽

に相談できる体制づくり

に努める 

（子育て支援課） 

平成 28年度より健康推進課に事業統合 
― 

 

 

（健康推進課） 

生後4 か月までの乳児がいる全ての 

家庭を訪問し、育児に関する情報提供 

やサービス支援を実施 

・保健師訪問 310件〈364件〉 

・主任児童委員 226件〈222件〉 

Ａ 

全戸訪問を行う

ことで相談しや

すくなり、子育て

期の不安に対し

て支援する。 

 

 主な取り組み (17) 子育て支援のための情報の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

子育て情報誌の

発行、ホームペー

ジへの掲載 

（子育て支援課） 

 

子育てに関する情報の充

実に努める 

 

・子育て応援サイト・アプリ「すくす

くいなッピー」を配信し、子育てに関

する情報を随時発信している 
Ａ 

ホームページの

リニューアルと

アプリの公開を

行ったことで、情

報発信力の向上

ができた。 

子育て支援ガイ

ドブックの発行 

（子育て支援課） 

 

子育てに関する情報の充

実に努める 

 

・親子遊びの場、子育て講座等の情報の

ほか、託児や子育てサークル等の情報も

網羅している。 

Ａ4版 4,500部 

Ａ 

子育て支援の参

考となるように、

ホームページに

掲載し、情報発信

を行った。 

 

 主な取り組み (18) 親子ふれあいの場の確保 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

親子あそび 

（子育て支援課・

保育課） 

親子のコミュニケーショ

ン並びに親同士の交流、情

報交換をする場の確保に

努めるとともに、父親の参

加を呼び掛ける 

 

（子育て支援課） 

・未就園児親子あそび 

 未就園児を対象に、各保育園で実施 

・ひよこ・うさぎ広場 

1，2 歳児の未就園児を対象に、児童

館・児童センターで毎週水曜日に実施。 

・こあら広場 

 0歳児の未就園児を対象に、児童館・

児童センターで毎週金曜日に実施。 

・ふれあいタイム 

Ｂ 

親子の居場所づ

くりと、同年代の

子どもを持った

保護者の仲間づ

くりの場として

定着している。 
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 児童館・児童センターで毎週木曜日

に実施。 

（保育課） 

・未就園児親子あそび 

 未就園児を対象に、各保育園で実施。 

Ｂ 

親子のふれあい

が増えるよう支

援を図った。 

園庭、園舎の開放 

（保育課） 

親子のコミュニケーショ

ン並びに親同士の交流、情

報交換をする場の確保に

努めるとともに、父親の参

加を呼び掛ける 

 

・余裕保育室の開放 3保育園 

 毎週木曜日 （祝日除く） 

10時から正午まで実施 

・園庭開放 

 全公立保育園で 月～金曜日 

16時から 16時 30分まで実施 Ｂ 

主に降園後に親

子が一緒に遊ん

だり、保護者同士

の交流の場とな

っている。 

父親においては、

平日ということ

もあり、広くいろ

いろな方に参加

いただくのは難

しい。 

初めての赤ちゃ

んとママの部屋 

（子育て支援課） 

 

親子のコミュニケーショ

ン並びに親同士の交流、情

報交換をする場の確保に

努めるとともに、父親の参

加を呼び掛ける 

・初めての赤ちゃんとママの部屋 

 毎月 1回 第 3木曜日に実施 

Ｂ 

初めての子育て

で不安を抱えた

保護者に寄りそ

って支援してい

る。 

プレイルーム 

（子育て支援課） 

 

親子のコミュニケーショ

ン並びに親同士の交流、情

報交換をする場の確保に

努めるとともに、父親の参

加を呼び掛ける 

・プレイルーム開放  

 子育て支援センター2か所で 

月〜金曜日、9時〜16時実施。 Ｂ 

お母さんだけで

はなく、父、祖父

母などの利用も

ある。 

パパもいっしょ 

（子育て支援課） 

 

親子のコミュニケーショ

ン並びに親同士の交流、情

報交換をする場の確保に

努めるとともに、父親の参

加を呼び掛ける 

・親子遊びと父親同士の情報交換の場

として「パパもいっしょ」を3回、「パ

パの育児講座」を 1回開催した。 Ｂ 

父親同士の交流

の場にもなって

おり、楽しんで参

加していただい

ている。 

すくすく広場 

（健康推進課） 

親子のコミュニケーショ

ン並びに親同士の交流、情

報交換をする場の確保に

努めるとともに、父親の参

加を呼び掛ける 

 

毎月第１水曜日（全12回） 

・来所者数 延べ1,352人〈1,529人〉 

乳児延べ607人〈722人〉 

幼児延べ745人〈807人〉 

・内容 身体計測、子育てネットワー

カーによる手遊び、保健師・栄養士に

よる健康相談を実施。 

Ａ 

親子遊び・親同士

の交流・情報交換

の場として活用

され、保健師が常

駐することで子

育ての相談を気

軽に行うことが

できる。 

親子ふれあい広

場 

（生涯学習課） 

親子のコミュニケーショ

ン並びに親同士の交流、情

報交換をする場の確保に

努めるとともに、父親の参

加を呼び掛ける 

・1講座 6回、年 5講座開催 

・延べ参加者数 348組〈351組〉 

参加者は市内在住・在勤の1歳未満の

子どもとその保護者、1歳以上の子ども

とその保護者、1歳半未満の子どもとそ

の保護者。 

・日曜日に 1回開催し、父親参加を促し

た。 

Ａ 

育児不安を持ち、

孤独になりがち

な母親に対して、

不安の解消、情報

交換ができる交

流の場を提供し

ている。日曜開催

は父親の参加が
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・講座終了後に、子育てグループとし

て、地域で活動する場合が多く、その支

援も実施。 

多い。 

 

 主な取り組み (19) 地域における子育て支援の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

みらい子育てネ

ット（母親クラブ

から名称変更）、

子ども会の育成

及び助成事業 

（子育て支援課） 

 

児童の健全育成を図る団

体などの活動を支援する 

 

・みらい子育てネット補助金 

 2,400,000円〈2,400,000円〉 

・子ども会連絡協議会補助金 

 2,776,500円〈2,776,500円〉 
Ａ 

みらい子育てネ

ットは男性会員

も募っている。両

者とも地域で子

育てを支援する

体制づくりに貢

献いただいてい

る。 

尾張地区家庭教

育推進運営協議

会への支援 

（生涯学習課） 

 

児童の健全育成を図る団

体などの活動を支援する 

 

尾張地区家庭教育推進協議会への参加 

・日時：6月 1日（金） 

    1月 16日（水） 

・会場：愛知県三の丸庁舎 

・内容：家庭教育支援活動情報交換等 

尾張地区拡大家庭教育推進協議会 

・日時：8月 30日（木） 

・会場：愛知県三の丸庁舎 

・内容：家庭教育支援活動情報交換等 

Ａ 

家庭教育支援活

動について情報

交換する場とし

て、今後も継続し

て参加し、子育て

支援団体の参加

を促し、支援をお

こなっていく。 

民生委員・児童委

員による子育て

支援 

（福祉課、子育て

支援課） 

 

児童の健全育成を図る団

体などの活動を支援する 

 

（福祉課） 

市協議会及び各地区協議会に児相・母子

福祉部会を設置。市協議会では、12 月

19 日に施設参観研修と意見交換会を実

施した。 

Ａ 

児童委員として、

地域で積極的に

活動をされてい

る。 

（子育て支援課） 

主任児童委員会 6回 

児童福祉関係者との情報交換・委員同士

の情報交換を実施している。 

Ａ 

会議を通じて主

任児童委員同士

の交流もあり、活

動の質の向上に

つながっている。 

地域の子育て支

援サークルの活

動支援 

（子育て支援課、

地域協働課、生涯

学習課） 

児童の健全育成を図る団

体などの活動を支援する 

 

（子育て支援課） 

6サークル〈7サークル〉64回〈69回〉 

953人〈851人〉が活動 
Ｂ 

自主活動の場と

して利用いただ

いており、子育て

を楽しめる環境

づくりを支援し

ている。 

（地域協働課） 

稲沢市市民活動支援センター登録状況 

・子育て支援関係支援団体 11団体 

            〈13団体〉 

Ｂ 

協力体制、提供情

報の把握に努め

ている。 
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（生涯学習課） 

公民館活動団体登録状況 

・子育て関係団体 21団体〈43団体〉 Ｂ 

子育てに関する

勉強会、情報交換

や親子あそびの

場の提供をして

いる。 

保育ママ制度の

確立 

（保育課） 

 

児童の健全育成を図る団

体などの活動を支援する 

 

（保育課） 

未実施 

― 

保育ママ制度は、

主に待機児童対

策として実施さ

れるものであり、

稲沢市における

制度の在り方を

含め、検討を進め

る。 

 

 主な取り組み (20) 子どもや母親の健康の確保 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

乳幼児健診 

（健康推進課） 

乳幼児の健康を確保する

ため、各種健診・予防接種

を実施する 

 

医療機関で乳児健康診査票にて、2回

（1か月、6～10か月）一部公費負担で

健診を実施 

・1回目、2回目受診者 延べ1,805件 

保健センターでの健診 

・4か月児健康診査30回 1,032人 

           〈1,059人〉 

・1歳6か月児健康診査30回 1,088人 

〈1,129人〉 

・3歳児健康診査 30回 1,155人 

                     〈1,105人〉 

Ａ 

母親の育児支援

と児の疾病や障

害の早期発見・対

応を行い、母子が

心身ともに健康

な生活が送れる

ように支援する。 

幼児歯科健診 

（健康推進課） 

 

乳幼児の健康を確保する

ため、各種健診・予防接種

を実施する 

 

・1 歳児歯科健康診査 12 回及び総合

歯科健康診査（1歳児）12 回 598人 

             〈677人〉 

・1 歳6か月児歯科健康診査 30 回 

1,088人〈1,119人〉 

・2 歳児･2 歳6 か月児歯科健康診査 

12回及び総合歯科健康診査（2歳・2歳

6か月児）12回 835人〈867人〉 

・3 歳児歯科健康診査30回 1,155 人 

              〈1,103人〉 

Ａ 

歯科健診のほか、

フッ素塗布、歯磨

き指導、栄養指導

を実施し、虫歯予

防を支援する。 

予防接種 

（健康推進課） 

乳幼児の健康を確保する

ため、各種健診・予防接種

を実施する 

 

集団接種 

・ＢＣＧ 30回 997人〈1,062人〉 

個別接種 

（医療機関で年間通じて実施） 

・不活化ポリオ 25人〈49人〉 

・4種混合 4,212人〈4,308人〉 

・麻しん・風しん(ＭＲ) 2,186人 

           〈2,257人〉 

Ａ 

予防接種により

感染予防、症状の

軽減、発病予防、

病気の蔓延防止

など児の健康を

支援する。 
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・日本脳炎 5,381人〈4,262人〉 

・ヒブ 4,192人〈4,246人〉 

・小児用肺炎球菌4,218人〈4,254人〉 

・水痘 2,160人〈2,156人〉 

・Ｂ型肝炎 3,001人〈3,230人〉 

・ジフテリア・破傷風972人〈962人〉 

・子宮頸がん予防 10人〈0人〉 

※広域予防接種事業（再掲） 

接種者数 1,830人〈1,402人〉 

初妊婦教室 

（健康推進課） 

 

健康に関する意識啓発に

努める 

 

初妊婦教室 年 43回〈47回〉 

126人〈107人〉 

 

 
Ａ 

初妊婦等を対象

に諸制度や、母子

手帳の活用につ

いて説明し、妊

娠、出産期の母親

支援を行う 

ママパパ教室 

（健康推進課） 

 

健康に関する意識啓発に

努める 

 

年12回実施 252人〈276人〉 

妊婦 129人〈138人〉 

夫  123人〈136人〉 

その他 0人〈2人〉 

平日3回、休日9回で実施 

Ａ 

妊娠、出産、育児

に関する正しい

知識の普及を図

り両親の育児を

支援する。 

プレママごはん 

（健康推進課） 

 

健康に関する意識啓発に

努める 

 

年6回実施 62人〈54人〉 

体調管理、バランス食について講話、調

理実習 
Ａ 

妊娠を期に自分

自身や家族の食

生活を見直し、健

康づくりを実践

できるように支

援する。 

リーフレットの

配布、試食会の開

催、親子料理（お

やつ）教室の開催 

（子育て支援課・

保育課） 

「食育」を推進する （子育て支援課） 

ママクッキング 12回 

パパクッキング 2回 

親子クッキング 5回 

 

Ｂ 

栄養士からの説

明もあり、食に対

する理解を深め

ていただいてい

る。 

（保育課） 

・試食会 

18 公立保育園の新入園児保護者を対象

に給食の試食会を開催（各 1回）し、集

団給食の意義を理解し、食への関心を

高めてもらう。 

Ｂ 

食への関心をよ

り一層高めてい

けるよう、充実を

図った。 

離乳食教室 

（健康推進課） 

 

「食育」を推進する 離乳食教室 年 18回〈16回〉 

 252人〈300人〉 

Ａ 

離乳食の意義と

作り方を理解し、

ミルクから幼児

食に移行できる

ように支援する。 

家庭や地域と連

携した食育の啓

発 

（学校教育課） 

 

「食育」を推進する 各学校において、「食に関する指導の全

体計画」を作成し、それに基づいて指導

を行った。また、給食試食会や献立表・

給食だよりを通して、各家庭への啓発

を行った。 

Ｂ 

家庭との連携に

努めた。 
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親子ふれあいク

ッキングＡ・Ｂ・

Ｃ 

（生涯学習課） 

 

「食育」を推進する ・日時： 

Ａ 6月 2日、Ｂ 7月7日、Ｃ 8月 4日 

（いずれも土曜日、9時 30分～12時） 

・会場：平和町農村環境改善センター 

・参加者：66名 

Ａ 10組〈10組〉22人〈23人〉 

Ｂ 10組〈10組〉21人〈23人〉 

Ｃ 10組〈10組〉23人〈21人〉 

・内容 

Ａ オニオンベーコンロール＆あずき

ケーキ 

Ｂ チーズクランベリーパン＆アーモ

ンドケーキ 

Ｃ おいもパン＆ピーナッツバターク

ッキー 

Ａ 

パンづくりを通

じて親子がふれ

あえた。今後も講

座を通じ、食育を

継続してすすめ

ていく。 

親子ふれあい料

理教室 

（生涯学習課） 

 

「食育」を推進する ・日時 

Ａ 11月 24日、Ｂ 12月 2日、Ｃ 12月

9日（午前 9時30分～12時・午後 1時

30分～4時） 

・会場：総合文化センター 

・参加者：135名 

Ａ 20組〈20組〉45人〈43人〉 

Ｂ 20組〈19組〉44人〈41人〉 

Ｃ 20組〈20組〉46人〈46人〉 

・内容：クリスマスケーキづくりに挑戦

しよう 

Ａ 

年末ということ

もありクリスマ

スケーキづくり

に応募が集中し

た。父親優先の回

も設定し、食を通

じて親子がふれ

あえた。今後も講

座を通じ、食育を

すすめていく。 

 

 主な取り組み (21) 児童虐待防止策の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

児童虐待防止の

充実 

（子育て支援課、

健康推進課、学校

教育課） 

虐待を受けている子ども

の早期発見とその後の被

害者を支援する。また、養

護者（家族等）の支援を行

い、その負担軽減を図る 

 

（子育て支援課） 

要保護児童対策協議会 

代表者会議    1回 

実務者会議    12回 

個別ケース会議  4回 

Ａ 

関係機関と連携

して対応してい

る。また、早期に

発見できるよう、

児童虐待専用の

電話番号 189 の

普及に努めた。 

（健康推進課） 

・全ての妊婦と保健師が面接（ハイリス

ク妊婦の把握と産後うつ対策としての

妊娠に関するアンケートを実施）し、必

要時養育支援を行った。 

妊娠届け出数 1,024人〈1,044人〉 

 ハイリスク妊婦 188人（18.4％） 

        〈215人(21.1％)〉 

・乳幼児保健指導（健康診査・健康相談・

Ａ 

保健師が母子手

帳交付者全員に

面接を行い、早期

から支援をする

ことで妊娠中か

ら出産後への継

続的な支援をし

ている。 
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家庭訪問等）の際、虐待を受けている（疑

いも含む）ものに対し養育に関する指

導・助言等を行った。  

・子育て支援関係者連絡会議2回  

・家庭訪問件数 延べ2,362件〈43件〉 

（学校教育課） 

要保護児童対策協議会を始め、関係各

課と連携をとりながら、虐待等につい

ての早期発見・早期対応に努めた。 

Ｂ 

市･学校・地域等

関係機関の連携

による防止に努

めた。 

 

 主な取り組み (22) 子どもの安全の確保 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

交通安全教育 

（危機管理課） 

 

交通安全を確保する活動

を推進する 

幼児交通安全教室 

・カンガルークラブのある市内 3 保育

園において、信号機の見方、歩行の仕方

等を指導した 

児童交通安全教室 

・市内 21小学校区において、信号機の

見方、歩行の仕方、自転車の乗り方等を

指導した。 

カンガルークラブリーダー研修会 

・カンガルークラブ役員（保護者、主に

母親）を対象に、愛知県警察交通安全教

育チーム「あゆみ」を講師に招き、幼児

を指導する方法や留意点を学んだ。 

Ｂ 

市交通指導員が

中心となり、警察

や関係団体と連

携し、命の大切さ

の指導や、模擬信

号機、踏切等を用

いて、分かりやす

く交通ルールを

習得できるよう

工夫している。 

チャイルドシー

トの着用の啓発 

（危機管理課） 

 

交通安全を確保する活動

を推進する 

 

シートベルト・チャイルドシート関所 

・内容…関所を設け、チラシや啓発品 

を手渡し、後部座席を含めた 

シートベルト・チャイルドシ 

ート着用の徹底を図った。 

① 6月 20日  市役所北交差点 

② 11月 20日 市役所北交差点 

③ 2月 20日  市役所北交差点 

Ｂ 

年４回の交通安

全市民運動でも

毎年重点項目に

入っており、その

都度広報でも啓

発している。 

防犯などの情報

提供 

（危機管理課） 

 

犯罪などから子どもを守

る活動を推進する 

稲沢市地域安全推進リーダー、市子ども

会連絡協議会及び市母親クラブ連絡協

議会などに犯罪情報、交通事故情報など

を提供することにより、活動の支援を行

った。 

Ｂ 

防犯などの情報

を提供すること

により、それぞれ

の団体の活動に

つなげてもらう。 

防犯講習会 

（危機管理課） 

 

犯罪などから子どもを守

る活動を推進する 

稲沢市地域安全推進リーダー会を 2 月

16 日に開催し、その中で警察署職員に

よる講話を行った。 

参加者：61名〈69名〉 

Ｂ 

リーダー会で、犯

罪等の実情を確

認し、地域での防

犯活動等の推進

につながる。 
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スクール・ガード 

（学校教育課） 

 

犯罪などから子どもを守

る活動を推進する 

各小学校ごとにボランティアを募り、登

下校時の移動の安全確保に向けて、活動

を行った。 
Ｂ 

地域が協力して

子どもを守る体

制の整備に努め

た。 

防犯ブザー携帯

による対応 

（学校教育課） 

犯罪などから子どもを守

る活動を推進する 

小 小学校入学時に全児童に防犯ブザーを配

布し、使い方の指導を実施した。 

・ 平成 31年度入学児童用 1,275個    

                    〈1,350個〉  

Ｂ 

自己防衛意識の

醸成に努めた。 

子ども 110 番の

家の指定 

（学校教育課） 

 

犯罪などから子どもを守

る活動を推進する 

「こども 110番の家」や「かけこみ 110

番・119番」が増えていくよう、地域と

情報交換を、各学校では、安全マップに

記載するなど周知に取り組んだ。 

Ｂ 

地域が協力して

子どもを守る体

制の整備に努め

た。 

セーフティ・プラ

スワン事業 

（学校教育課） 

※新規掲載事業 

（H29までは多様

な学習活動支援

事業） 

犯罪などから子どもを守

る活動を推進する 

下校時の児童の安全確保を目的として、

地域の方にも協力をいただきながら、11

校の小学校で実施した。 

Ａ 

安全確保だけで

なく、様々な体験

学習の場となる

よう努めた。 

パトロール活動 

（生涯学習課） 

 

犯罪などから子どもを守

る活動を推進する 

・指導員人数 60 人(14班) 

・毎月 2回、街頭指導活動 

・声かけ人数 997人〈934人〉 

・夏まつり会場でのパトロールの実施 

・大型店舗での街頭啓発活動の実施 

Ａ 

専用のベスト、名

札着用での定期

的な活動と積極

的な声かけによ

り子どもを中心

に地域の安全を

維持している。 

有害図書確認 

（生涯学習課） 

 

有害環境浄化活動を推進

する 

街頭指導活動時、図書を販売する店舗や

公園等に有害図書が無いか確認してい

る 
Ｂ 

今後も継続して、

有害図書が青少

年の目に触れな

いようにする。 

  

主な取り組み (23) 子どもの遊び場の整備 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

児童館・児童セン

ター 

（子育て支援課） 

 

子どもが安心して利用で

きる施設の整備を図る 

・公立児童館 2館〈2館〉 

・公立児童センター 8館〈8館〉 

・私立児童館 １館〈1館〉 
Ｂ 

地域の方の協力

を得ながら、さま

ざまな行事に取

り組んでいる。 

児童遊園、地区広

場、ちびっ子広場 

（子育て支援課） 

 

子どもが安心して利用で

きる施設の整備を図る 

・児童遊園 48ヶ所〈48ヶ所〉 

・ちびっこ広場 7ヶ所〈7ヶ所〉 

・地区広場 41ヶ所〈41ヶ所〉 
Ａ 

樹木の管理や遊

具点検、フェンス

等の設置など、安

全に配慮した施

設整備を行って

いる。 
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都市公園の整備 

（都市整備課） 

 

子どもが安心して利用で

きる施設の整備を図る 

・都市公園 60ヶ所〈60ヶ所〉 

Ａ 

子どもが安心し

て利用できるよ

う、公園施設の維

持管理に努めた。 

◆数値目標 

 

 基本的課題 ２．高齢者支援等の推進 

 主な取り組み (24) 介護予防のための支援 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

認知症予防教室、

いきいきヘルス

体操、栄養改善、

口腔ケア 

（高齢介護課） 

 

いきいきヘルス高齢者に

対して予防教室を開催す

る 

介護予防事業が平成29年度に介護予

防・日常生活支援総合事業に移行した

ことで、いきいきヘルス高齢者は廃止

になり、一般介護予防事業と総合事業

を実施した。 

一般介護予防事業 

・手はじめ体操 169回〈144回〉 

1,331人〈972人〉 

男性147人〈172人〉 

女性1,184人〈800人〉 

・脳の健康講座  4回〈4回〉 

123人（男性35人、女性88人） 

〈66人（男性21人、女性45人）〉 

・認知症出張講座 20回〈10回〉 

891人（男性296人、女性595人） 

〈239人（男性52人、女性（187人）〉 

総合事業 

・機能訓練事業  143回〈120回〉 

569人（男性132人、女性437人） 

〈230人（男性117人、女性113人）〉 

・栄養指導 0回（2回）、0人（2人） 

      男性 0人〈2人〉 

Ｂ 

高齢者の介護予

防の場となって

いる部分もある

が、さらにニーズ

を把握し、事業を

推進する必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１８（平成３０）年度 

市民 1人当たりの都市公園

面積 

（都市整備課） 

５．１０㎡ ４．９３㎡ ３．８０㎡ 
４．９３㎡ 

〈５．０３㎡〉 
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主な取り組み (25) 地域における自立への支援の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

高齢者交通安全

啓発活動 

（危機管理課） 

 

高齢者が安心して暮らせる

環境の整備を図る 

高齢者と園児を対象とした交通安全教

室 

① 8月 21日 

ＡＩＫＥＩふれあいの里 

  内容…交通安全講習 

② 9月 21日 

六輪保育園 

内容…交通安全講習 

シルバー交通安全講習会 

・10月 1日 

市勤労福祉会館 

内容…標語表彰、交通安全講習 

 

Ｂ 

愛知県内の交通

事故死者数のう

ち、高齢者が半数

以上を占めてい

る。傾向として

は、薄暗い時間帯

に自宅付近を歩

行中、事故が多く

発生している。よ

って、外出時にお

ける反射材着用

等の啓発をして

いくことで、交通

事故数の減少を

目指す。 

防災マップの整

備 

（危機管理課） 

 

高齢者が安心して暮らせる

環境の整備を図る 

平成 27 年度全戸配布し、稲沢市ホーム

ページに公表している。 
Ａ 

地域での利用を

促し、避難路の再

確認等を働きか

けていきたい。 

高齢者生きがい

対策事業 

（高齢介護課） 

 

高齢者が生きがいを持てる

学習活動等の支援をする 

老人芸能大会 

・8月 7日（火） 

午前 10時 00分～午後4時 30分 

・名古屋文理大学文化フォーラム  

中ホール 

・参加者 52組〈49組〉102人〈91人〉 

老人囲碁大会・老人将棋大会 

・1月 19日（土） 

午前 9時 30分～午後4時 30分 

・老人福祉センターさくら館 

・老人囲碁大会 参加者79人〈94人〉 

・老人将棋大会 参加者13人〈10人〉 

老人大学文化部・趣味の教室 

・盆栽、陶芸、民謡、書道、絵画、舞踊、

カラオケ、ゲートボール、社交ダンス、

いきいき健康体操、料理の 11 講座を開

設した。 

・平成 30年 6月～平成31年2月 

・午前 9時 30分～11時 30分 

・老人福祉センターしいのき館、総合文

化センター他 

・教室数 11教室〈11教室〉 

・参加者 170人〈249人〉 

老人趣味の作品展 

Ａ 

高齢者の生きが

い活動の発表の

機会となってい

る。 
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・趣味の教室等で制作された作品を展示

し、成果発表の場を提供した。 

・10月 16日～10月17日 

・午前 9時 30分～午後3時 

・勤労福祉会館多目的ホール 

・出品者 166人〈177人〉 

・出品数 166点〈177点〉 

高齢者ふれあい

サロン事業 

（高齢介護課） 

高齢者が生きがいを持てる

学習活動等の支援をする 

各地域のふれあいサロン開設者に委託 

して実施した。 

・40か所〈36か所〉 

 1,013回開催〈868回開催〉 

 16,419人〈14,578人〉 

Ａ 

高齢者の介護予

防、生きがいづく

りに貢献してい

る。 

老人クラブ活動

事業 

（高齢介護課） 

 

高齢者が生きがいを持てる

学習活動等の支援をする 

地域での高齢者生きがい活動、奉仕活

動、スポーツ活動を実施し高齢者の健

康作りを図った。 

・地区クラブ数  170クラブ 

〈172クラブ〉 

・クラブ会員数 14,798人〈15,621人〉 

・社会奉仕活動やスポーツ大会等の開催 

Ａ 

高齢者の生きが

いづくりに貢献

している。 

成人大学、寿教室 

（生涯学習課） 

 

高齢者が生きがいを持てる

学習活動等の支援をする 

成人大学教養講座 

・実施日 5月18日～6月15日(全5回) 

・場所 名古屋文理大学文化フォーラム 

・延べ参加者 400人〈473人〉 

(男性 65〈78〉、女性46〈45〉） 

成人大学専門講座 

・実施日 9月 7日～10月 5日(全 5回) 

・場所 名古屋文理大学文化フォーラム 

・延べ参加者 364人〈419人〉 

(男性 57〈78〉、女性31〈45〉） 

寿教室（稲沢地区） 

・開催日 5月～10月（各地区全 6回） 

・場所 公民館(稲沢､大里西､明治） 

・延べ参加者 500人〈567人〉 

(男性 61〈56〉､女性 80〈77〉) 

寿教室（平和地区） 

・開催日 6月～11月（全6回） 

・場所 平和町農村環境改善センター 

・延べ参加者 234人〈291人〉 

(男性 25〈28〉､女性 32〈34〉) 

寿教室（祖父江地区） 

・開催日 6 月～12 月（各全７回：火

曜日コース、木曜日コース） 

・場所 祖父江町勤労青少年ホーム 

・延べ参加者 350人〈390人〉 

(男性 42〈41〉､女性 66〈75〉) 

Ａ 

成人大学講座、寿

教室とも多くの

高齢者の方々が

楽しみにしてい

る事業で、継続し

て受講される方

や、意欲的に質問

される方が多い。

成人大学講座は

男性が、寿教室は

女性の参加が多

い傾向となって

いる。今後も多様

な講座を企画・充

実させ、男女とも

に満足度の高い

講座を提供して

いく。 

 

 

 



- 26 - 

 

◆数値目標 

 

 主な取り組み (26) 地域で自立して暮らせるための支援 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

ホームヘルプサ

ービス事業 

（高齢介護課） 

高齢者が地域で安心して、

また自立して暮らすこと

ができるよう、福祉サービ

スの充実を図る 

 

社会福祉協議会に委託し、要介護認定、

事業対象チェックリスト非該当とされ

た虚弱な高齢者にホームヘルパーを派

遣し、自立支援を行った。 

・利用人数１名〈2名〉 

・延べ利用回数 48回〈62回〉 

・利用料金 所得による負担割合 

Ａ 

日常生活に支障

のある方に支援

を行っている。 

給食サービス事

業 

（高齢介護課） 

高齢者が地域で安心して、

また自立して暮らすこと

ができるよう、福祉サービ

スの充実を図る 

 

業者に委託し、虚弱な高齢者に週５日

(月～金)昼食を配食し自立支援を行っ

た。 

・利用人数 420人〈421人〉 

(延べ人数5,134人〈4,856人〉) 

・配食数 延べ79,174食〈73,900食〉 

・一食補助額 250円〈250円〉 

Ａ 

ひとり暮らし高

齢者等に対し、栄 

養改善及び安否

確認を図ってい

る。 

緊急通報システ

ム事業 

（高齢介護課） 

高齢者が地域で安心して、

また自立して暮らすこと

ができるよう、福祉サービ

スの充実を図る 

 

ひとり暮らしのかた等の急病や災害時

に緊急ボタンを押すことで助けを求め

ることが出来る緊急通報電話を設置

し、24時間 365日の相談・援助対応を

民間事業者に委託することで、高齢者

の安心な生活を確保した。 

・利用人数 679人〈682人〉 

・利用料金 設置費、機器利用料及び緊

急通報時の通話料は無料 

Ａ 

ひとり暮らし高

齢者等の不安軽

減を図ることが

できる。 

寝具洗濯乾燥サ

ービス事業 

（高齢介護課） 

 

高齢者が地域で安心して、

また自立して暮らすこと

ができるよう、福祉サービ

スの充実を図る 

 

寝たきりやひとり暮らしのかたの寝具

を洗濯乾燥し生活支援を行った。 

・実施月 7・11・2月  年 3回 

・利用人数 71人〈73人〉 

・利用料金 無料 

Ａ 

寝たきりやひと

り暮らし高齢者

の負担軽減を図

る。 

 

 主な取り組み (27) 高齢者にやさしいまちづくりの推進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 

２０１８（平成３０）年

度 

高齢者ふれあいサロンの運

営所数 

（高齢介護課） 

３４か所 ２７か所 ８か所 
４０か所 

〈３６か所〉 
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シルバーハウジ

ングなどの整備

促進 

（高齢介護課、建

築課） 

 

市営住宅の新築等の際は、

高齢者に配慮した住まい

の確保を図る 

（高齢介護課） 

県営高御堂住宅のシルバーハウジング

27戸に週2回LSA（ライフサポートアド

バイザー）を派遣し、安否確認と生活

相談を行なった。 

Ａ 

高齢者が安心し

て暮らせる住宅

の確保を図る。 

（建築課） 

実績なし ― 
市営住宅の新築

計画がないため 

バリアフリー化

の推進 

（都市整備課、建

築課） 

 

公共施設などの段差解消、

トイレの改修等を整備す

る 

（都市整備課） 

実積なし 

― 

今後は老朽化し

た公園施設の改

修にあわせ、バリ

アフリー化を進

めつつ、誰もが安

心して使える都

市整備に努める。 

（建築課） 

甲児童遊園に洋式便所を設置し、バリ

アフリー化に努めた。 

Ａ 

今後も、順次整備

を進めていく。 

歩道の凹凸解消 

（土木課） 

道路及び歩道環境の整備

を図る 

歩道内根上がり等による凸凹について

緊急度に応じて修繕を実施 
Ｂ 

必要に応じて修

繕していく。 

◆数値目標 

 

 主な取り組み (28) 高齢者が安心して暮らせるための支援 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

避難行動要支援

者名簿の整備 

（危機管理課、福

祉課、高齢介護

課） 

※新規掲載事業 

 

避難行動要支援者の災害

時の支援体制の構築を図

る 

（危機管理課） 

平成 29年度に名簿を作成し、稲沢市消

防本部、稲沢警察署及び稲沢市社会福祉

協議会に名簿を提供している。 

Ａ 

災害等に備え、名

簿の活用を促進

していきたい。 

（福祉課） 

システムの導入により、各課でデータの

共有ができるようになった。 

Ｂ 

避難行動要支援

者支援体制を整

える。 

（高齢介護課） 

新たな対象者を年１回抽出しデータを

危機管理課に提出。避難行動要支援者シ

ステムを導入したことにより、端末を通

Ｂ 

避難行動要支援

者支援体制の整

備を図る。 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１８（平成３０）年度 

シルバーハウジングの整備

促進 

（高齢介護課） 

２７戸 ９戸 ０戸 
２７戸 

〈１８戸〉 

公共施設のバリアフリーの

整備 

（建築課） 

４８施設 ４４施設 ２５施設 
４９施設 

〈４８施設〉 
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じ、情報共有することが出来た。 

避難行動要支援

者個別計画の作

成 

（危機管理課、福

祉課、高齢介護

課） 

※新規掲載事業 

 

避難行動要支援者の災害

時の支援体制の構築を図

る 

（危機管理課） 

一部地域において避難行動要支援者個

別計画を作成した。 
Ｂ 

今後も未作成地

域の個別計画の

作成を進めてい

きたい。 

（福祉課） 

未実施 － 
担当部署と協議

する。 

（高齢介護課） 

避難行動要支援者個別計画の作成のた

め、避難行動要支援者支援システムを導

入した。 

Ｂ 

避難行動要支援

者支援体制の整

備を図る。 

広報、出前講座に

よる啓発 

（高齢介護課） 

 

認知症高齢者ケアの充実

を図る 

各地区の老人クラブ等からの依頼によ

り地区に出向き、高齢者福祉サービスの

説明を行った。 

2講座〈5講座〉参加人員 55人〈233人〉 

Ａ 

高齢者に関する

各種サービスの

周知を図る。 

認知症の進行防

止と予防対策の

充実 

（高齢介護課） 

 

認知症高齢者ケアの充実

を図る 

認知症初期集中支援チームを設置し、早

期診断及び早期対応に向けた支援体制

を構築した。 

相談件数 52件〈―〉 

Ａ 

認知症本人、家族

の相談を受け、病

院、各種サービス

に結びつけ、負担

の軽減を図る。 

外出支援サービ

ス事業 

（高齢介護課） 

 

家族介護者への支援を図

る 

介護度が 3・4・5の方に対し、生きがい

活動支援や医療機関への通院のため自

宅から目的地までの送迎を行った。 

・利用回数 月 2回（1回は片道） 

・利用時間 午前 10時～午後 4時 

・利用料金 無料 

・利用人数 441人〈448人〉 

・延べ利用回数 2,418回〈2,494回〉 

Ａ 

中・重度の在宅要

介護者を介護す

る家族の負担軽

減を図る。 

訪問理美容サー

ビス事業 

（高齢介護課） 

 

家族介護者への支援を図

る 

介護度が 3・4・5の方に対し、居宅まで

訪問し頭髪のカットを行った。 

・利用回数 2か月に1回（年間 6回） 

・利用時間 午前10時～午後4時30分 

・利用料金 無料 

・利用人数 412人〈389人〉 

・延べ利用回数 905回〈939回〉 

Ａ 

中・重度の在宅要

介護者を介護す

る家族の負担軽

減を図る。 

介護用品支給事

業 

（高齢介護課） 

 

家族介護者への支援を図

る 

介護度が4・5の方を在宅で介護してい

る家族に対し、年間75,000円以内の介

護用品の購入券を交付し生活支援を行

った。 

・利用人数 39人〈44人〉 

（紙おむつ、尿取パット、使い捨て手

袋ほかの購入費補助） 

Ａ 

重度の在宅要介

護者を介護する

家族の経済的負

担の軽減を図る。 

徘徊高齢者家族

支援事業 

（高齢介護課） 

家族介護者への支援を図

る 

認知症高齢者が徘徊による行先不明に

なった場合、早期に発見できる位置探知

システム端末機を家族に貸与した。 

Ａ 

徘徊高齢者を在

宅で介護する家

族の負担軽減を
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 ・利用人数 7人〈8人〉 

（男性 5人〈3人〉・女性2人〈5人〉） 

図る。 

家族介護者交流

事業 

（高齢介護課） 

 

家族介護者への支援を図

る 

在宅で介護している家族が介護者交流

会の参加を通して心身のリフレッシュ

及び学びの機会として実施した。 

・年 3回実施  

利用人数延べ 28人〈24人〉 

Ａ 

在宅で介護を行

う介護者の心身

のリフレッシュ

を図る。 

認知症介護家族

支援事業 

（高齢介護課） 

 

家族介護者への支援を図

る 

認知症の方を介護している家族を対象

に年 12回の交流会を実施し、認知症の

方と家族が安心して在宅生活が営まれ

るように、日頃の介護で不安に思うこと

などを話し合う場を提供した。 

Ａ 

認知症の方とそ

の家族の負担軽

減を図る。 

高齢者等安心お

かえりネットワ

ーク事業 

（高齢介護課） 

※新規掲載事業 

家族介護者への支援を図

る 

認知症高齢者の情報を事前に登録し、徘

徊により行方不明になった場合、事前に

登録した協力事業所へ情報を発信する。 

・利用人数 61人〈40人〉 

男性 30人〈22人〉・女性31人〈18人〉  

Ａ 

認知症の方の安

全を図る。 

 

  主な取り組み (29) 高齢者の虐待防止対策の推進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

高齢者の虐待防

止対策 

（高齢介護課） 

虐待を受けている高齢者

の早期発見とその後の被

害者を支援する。また、養

護者（家族等）の支援を行

い、その負担軽減を図る 

包括支援センターや介護保険事業所及

び民生委員等からの通報に対し、早期

の適切な対応を努めた。 

・市への新規相談件数 42件 

Ａ 

今後も関係機関

と連絡を取りな

がら被害者の支

援に努める。 

 

 主な取り組み (30) 高齢者相談の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

高齢者健康よろ

ず相談 

（高齢介護課、健

康推進課） 

高齢者の悩みごとを解消

するために、相談事業を充

実する。 

（高齢介護課） 

市内の老人福祉センター等 8 か所で実

施した。 

・開催回数 40回〈46回〉 

・相談件数 169件〈198件〉 

（内訳：健康に関する相談166件、生き

がい 3件） 

Ａ 

高齢者健康よろ

ず相談の内容を

健康に関する相

談に変更した。相

談内容によって

は健康推進課と

連携し、包括支援

センター等と高

齢者への暴力被

害防止支援に努

める。 

今後増加が予想される高

齢者への暴力に対する相

談窓口の充実を検討する 

 

高齢者の悩みごとを解消

するために、相談事業を充

実する。 

（健康推進課） 

主管課は高齢介護課のため、詳細省略。 ― 
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 主な取り組み (31) 障害者と暮らしている家族のかたへの支援 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

短期入所事業 

（福祉課） 

 

障害者のかたと暮らして

いる家族のかたの負担を

軽減するため、障害者サー

ビスを充実する 

 

当事者や家族の利用ニーズに応えられ

るよう、サービス利用の支援を行って

いる。 Ａ 

相談支援専門員

や事業所間での

情報共有を行い、

家族の負担軽減

を図る。 

居宅介護事業 

（福祉課） 

 

障害者のかたと暮らして

いる家族のかたの負担を

軽減するため、障害者サー

ビスを充実する 

当事者や家族の利用ニーズに応えら

れるよう、サービス利用の支援を行っ

ている。 
Ａ 

身体介護等を行

うことにより、家

族の負担軽減を

図る。 

地域自立支援協

議会の組織強化 

（福祉課） 

※新規掲載事業 

障害者のかたと暮らして

いる家族のかたの負担を

軽減するため、障害者サー

ビスを充実する 

 

本会議や分野別部会のほか、作業部会

や事業所連絡会を開き、協議や勉強会

を行った。 

全体会 1回 

本会議 2回 

分野別部会 3部会 計10回 

運営会議 5回 

作業部会 15回 

事業所連絡会 21回 

Ａ 

地域の課題につ

いての協議や情

報共有、事例検討

等を行い、課題解

決を図る。 

 

■ 男女共同参画審議会のコメント 

基本目標 Ⅲ 少子・高齢社会に対応した福祉の充実 

 

・近年、女性の就労形態が多様化しているが、それに見合った夜間保育や休日保育などの実施が必要であり、特定

保育、病児保育を早急に整備すべきだではないか。 

・特別な支援が必要な子どもとその保護者へのサポート体制がわかりにくいので、全ての女性の子育てを支援する

にあたっては、そのようなケースも視野に入れて取り組みを検討していただきたい。 

・最近、高齢者の事故が多発していることを受け、自主的に免許返納された方への移動手段の確保、サポート等の

充実を図っていただきたい。 

・認知症ケアーの充実を図ることは重要な事だと思います。発症した人が街中に徘徊した時、それを助ける（見つ

ける）認知症サポーター等の養成を、地域包括支援センター等協力しあって啓発・養成を図っていただきたい。 
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 基 本 目 標 Ⅳ．男女平等に基づく労働環境の整備 

 基本的課題 １．労働環境の整備 

 主な取り組み (32) 事業所への男女共同参画に関する啓発 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

事業所への男女

共同参画啓発 

（商工観光課） 

 

市内事業所に対して、男女

共同参画に関する啓発を

検討する 

 

市内事業所への啓発として、事業所向

けのパンフレット等が提供された場合

は、窓口に開架するとともに、商工会議

所や商工会へ配布依頼をしている。 

また、講座等の情報について、情報提供

している。 

Ｂ 

平成 30 年度にお

いては女性就業

促進に向けた講

座を開催し、経済

団体に対し職員

の参加を促した。 

市内事業所に対して、男女

共同参画に関する講座等

への派遣依頼を検討する 

 

 主な取り組み (33) 育児・介護休業の啓発と取得促進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

育児・介護休業の

啓発と取得促進 

（商工観光課） 

 

市内事業所に対して男女

がともに育児・介護休業の

積極的な取得がされるよ

う啓発する 

 

従業員が育児・介護休暇を取得しやす

い環境作り等に取り組めるような啓発

パンフレット等が提供された場合は、

窓口に開架するとともに、商工会議所

や商工会へ配布依頼をしている。 

Ｂ 

国・県から提供を

受けたパンフレ

ットを開架、配布

依頼した。 

 

 主な取り組み (34) 家族経営協定の周知及び締結の促進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

家族経営協定の

周知及び締結の

促進 

（農務課） 

女性や後継者がやりがい

を持って農業や自営業に

参画できるよう、休日や給

与、役割分担と責任を明確

にする家族経営協定につ

いて周知するとともに、協

定締結の促進を図る 

農家に対し、本協定を周知しつつ協定

締結を図ったもの。 

 

Ａ 

愛知県と協議し

つつ、翌年度以降

も周知及び締結

促進を目指す。 

◆数値目標 

 

 

 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１８（平成３０）年度 

（文書による）家族経営協

定締結（農家）数 

（農務課） 

５５戸 ５３戸 ２１戸 
５２戸 

〈５２戸〉 
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 主な取り組み (35) 企業における女性の管理職比率の向上促進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

企業における女

性の管理職比率

の向上推進 

（商工観光課） 

 

市内事業所に対し、女性の

管理職登用が促進される

よう、啓発方法を検討する 

女性の管理職登用に積極的に取り組め

るよう、男女共同参画に関する啓発パ

ンフレット等が提供された場合は、窓

口に開架するとともに、商工会議所や

商工会へ配布依頼をしている。 

Ｂ 

国・県から提供を

受けたパンフレ

ットを開架、配布

依頼した。 

 

 主な取り組み (36) 事業所における職場内保育の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

事業所における

職場内保育の充

実 

（保育課、商工観

光課） 

職場内への託児所設置を

働きかけることにより、乳

幼児を持つ親が働きやす

い環境をつくることがで

きるよう働きかける 

（保育課） 

厚生病院、市民病院、六輪病院、ﾔｸﾙﾄ、

竜ちゃんルーム、マミーズ保育園、すず

の郷わらべ館 7施設〈5施設〉 

Ｂ 

保育サービスの

充実に努めるこ

とにより、仕事等

と子育ての両立

を支援していく 

（商工観光課） 

未実施 Ｄ 

市内事業所への

啓発について検

討していく 

 

 主な取り組み (37) ファミリー・フレンドリー登録企業のＰＲと啓発 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

ファミリー・フレ

ンドリー企業の

ＰＲと啓発 

（商工観光課） 

ファミリー・フレンドリー

企業に登録された事業所

を広報紙などで紹介し、企

業への普及に努める 

積極的な取組はしていないが、登録企

業は 25社となり、昨年度より 1社増加

した。 
Ｂ 

取組みは大企業

から中堅企業に

広がっている。 

◆数値目標 

注：2007（平成 19）年7月より登録制度に変更 

 

 基本的課題 ２．男女の職業生活と家庭・地域生活の両立支援 

 主な取り組み (38) 仕事と子育て、介護の両立のための情報提供 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１８（平成３０）年度 

ファミリー・フレンドリー

登録企業 

（商工観光課） 

２７社 ２２社 ３社 
２５社 

〈２４社〉 
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仕事と子育て、介

護の両立のため

の情報提供 

（地域協働課） 

 

仕事を中断する要因とし

て、出産、子育て、介護な

どが挙げられますが、仕事

と両立していくためのア

ドバイス等の情報を提供

することに努める 

稲沢ケーブルテレビの活用等や男女共

同参画推進団体の行事や課主催の講座

において、パンフレット等を用いてワー

クライフバランスの積極的なＰＲを計

画しておりましたが、十分に実施するこ

とができなかった。 

Ｃ 

ケーブルテレビ

での啓発を含め、

より効果的な啓

発を行えるよう、

実施内容を検討

していく。 

 

主な取り組み (39) 労働時間短縮や新しい就労形態の普及 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

労働時間短縮や

新しい就労形態

の普及 

（商工観光課） 

夫婦が協働して子育てや

介護をするため、労働時間

の短縮やフレックスタイ

ム、ワークシェアリングな

どの質の高い就業形態の

普及に努める 

「働き方改革」に関する広報やパンフ

レット設置等により周知を図ってい

る。また、関係機関と連携して講師の派

遣を受け、ワークライフバランスに係

る講座を実施した。 

Ａ 

平成 30 年度にお

いては女性就業

促進に向けワー

クライフバラン

スに係る講座を

開催した。 

 

 主な取り組み (40) 労働相談体制の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

母子就業相談 

（子育て支援課） 

 

就業相談の充実を図る ・母子自立支援員により実施 

 就業相談 13件〈12件〉 
Ａ 

母子父子家庭の

自立促進のため

引き続き支援を

実施している。 

労働相談 

（商工観光課） 

 

就業相談の充実を図る 労働相談 

・相談日：毎月第 2木曜日 

・場所：市役所相談室 

・相談件数：0件〈8件〉 

Ｃ 

電話での相談希

望はあったが、即

時相談を希望さ

れ、県相談窓口の

紹介に止まった。 

 

 主な取り組み (41) 生涯学習講座に統合されたため削除 

  

主な取り組み (42) 女性農業者の活動支援の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

女性農業者の活

動支援の充実 

（農務課） 

 

 

 

女性農業者による生活改

善、役割向上などについて

活動を支援する 

女性農業者に対し、経営者

としての能力向上を図る

ための研修を実施する 

県が認定する農村生活ア

ドバイザーを活用し、女性

農業者の労働条件の向上

農村生活アドバイザーの活動支援 

・支部交流会、懇親会、総会への参加 

・視察研修会の活動補助 

 

Ｂ 

研修会やイベン

トなどへの参加

を通じて、女性農

業者の視点から

農業生活の向上

を図る。 
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をめざした活動を支援す

る 

  

主な取り組み (43) 商工会議所等が開催する講座の支援 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

商工会議所等が

開催する講座の

支援 

（商工観光課） 

 

商工会議所等が開催する

起業セミナー、パソコン講

座など女性の再チャレン

ジにつながる講座を支援

する 

各種講座、セミナーの開催案内を広報

に掲載した(年 20件〈23件〉) 

Ａ 

商工会議所・商工

会等関係団体の

主催講座を、広報

で案内した。 

 

 基本的課題 ３．市役所における男女共同参画の推進 

 主な取り組み (44) 育児休業・介護休暇の取得しやすい職場の環境整備 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

育児休業・介護休

暇の取得しやす

い職場の環境整

備 

（人事課） 

 

男性職員が育児休業・介護

休暇を取得しやすくする

ための環境整備を図る 

育児休業を取得した職員36名のうち35

名が女性職員、男性職員が１名であっ

た。 

Ｂ 

女性の職業生活

における活躍の

推進に関する法

律に基づき、平

成27年度に策定

した「稲沢市に

おける女性職員

活躍の推進に関

する特定事業主

行動計画」に基

づき、組織全体

で継続的に全職

員が活躍できる

職場の環境整備

に取り組んだ。 

  

主な取り組み (45) 育児休業・介護休暇からの復帰支援環境整備 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

育児休業・介護休

暇からの復帰支

援環境整備 

（人事課） 

 

育児休業・介護休暇の取得

者には、復帰後仕事の支障

が少なくなるよう、職場の

状況を定期的に連絡する

など情報の提供に努める 

 

育児休業、介護休暇取得中の職員が復

職した場合の給料調整については、他

の理由（病気休職等）によるものに比べ

て有利な方法としている。また介護休

暇からの復帰については、給与上の特

段の措置は講じていない。 

育児と仕事の両立を支援するため、育

児短時間勤務制度及び部分休業制度を

設けて職場へ復帰しやすいよう整備し

Ｂ 

「稲沢市職員の

育児休業等に関

する規則に基づ

く復職時等にお

ける号給の調整

方法に関する基

準」を定め、運用

している。 

適時、制度を紹介
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ている。 

平成 30年度取得者内訳 

育児短時間勤務 5名〈11名〉 

部分休業 8名〈5名〉 

することによっ

て育児短時間勤

務制度等を利用

しやすくなり、ス

ムーズに職場復

帰している。 

  

主な取り組み (46) 課長職以上の管理職へ女性の登用促進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

課長職以上の管

理職へ女性の登

用促進 

（人事課） 

 

課長職以上に占める女性

職員の比率向上に努める 

現在一般職では、女性の管理職の数は、

次長級１名（0.06％）課長級で 5 名

（10.6％）、主幹級で 39名（26.8％）の

計 45人となっている。 

部長級  11名〈10名〉 

（うち女性 0名〈0名〉） 

次長級  15名〈15名〉 

（うち女性 1名〈0名〉） 

課長級  47名〈47名〉 

（うち女性 5名〈6名〉） 

主幹級  145名〈146名〉 

（うち女性 39名〈41名〉） 

Ｂ 

一般職で女性職

員の登用に努め

たが、まだまだ少

ない。今後も職員

の適性や能力を

正当に評価し、登

用を促進してい

く。 

◆数値目標 

 

主な取り組み (47) 女性職員を自治大学校に派遣するなどの能力開発支援 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

女性職員を自治

大学校に派遣す

るなどの能力開

発支援 

（人事課） 

 

女性が研修に参加しやす

い環境整備を図るととも

に、自治大学校に派遣する

など女性職員の能力開発

に努める 

 

稲沢市職員人材育成基本方針に基づ

き、職員の能力開発や資質向上を図る

ため、男女を問わず自治大学校等への

派遣研修を周知したところ、平成 30年

度は 2名職員を派遣したが、女性の受講

希望者がなく全て男性職員となった。

なお、各種派遣研修には女性職員 128名

〈150名〉の参加があった。 

Ｂ 

女性職員の更な

る能力開発を図

るため、派遣研修

を周知したが、自

治大学校への派

遣はなかった。 

今後も女性職員

の能力開発を積

極的に促進して

いく。 

 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂

時の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）年

度 

2014（平成 26）

年度 

2006（平成 18）

年度 

２０１８（平成３０）年

度 

課長職以上の管理職に占める

女性職員の割合（一般職） 

（人事課） 

１２．０％ ６．８％ １．５％ 
８．２％ 

〈８．３％〉 
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主な取り組み (48) 短時間勤務職員の導入についての検討 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

短時間勤務職員

の導入について

の検討 

（人事課） 

 

職場、家庭、地域でのバラ

ンスの取れたライフスタ

イルに対応していくため、

フレックスタイムの導入

や短時間勤務職員制度の

導入について検討する 

 

地方公務員法第28条の 5第1項に基づ

く再任用短時間勤務職員制度を条例化

し、再任用制度の有効活用を図ってい

る。平成 30 年度は男性職員 20 名〈10

名〉、女性職員5名〈4名〉を任用した。 

Ｂ 

定年退職した職

員の長年培われ

てきた豊かな経

験や知識を生か

すため、制度の有

効活用に努めた。

男女を問わず対

象者に希望を募

ったところ、平成

30年度は 25名に

ついて任用した。 

 

 主な取り組み (49) 男女共同参画に関する研修の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

男女共同参画職

員研修 

（地域協働課） 

職員が男女共同参画意識

を習得し、仕事の中で生か

せるように研修を充実す

る。また、全職員を対象と

するとともに、3年に 1回

以上は繰り返し受講でき

るよう努める 

・実施日 3月 20日（水） 

・場 所 稲沢市消防本部 講堂 

・内 容 「多様性を大切にする社会

に」 

・参加人数 48人〈53人〉 

男性 33人〈41人〉、女性15人〈12人〉 

Ａ 

市職員として男

女共同参画に対

する基本的な知

識対応について

学ぶことのでき

る機会となった。 

 

■ 男女共同参画審議会のコメント 

 

基本目標 Ⅳ 男女平等に基づく労働環境の整備 

 

・男性が外で働くことが当たり前という意識を変える努力を、企業側だけでなく労働者自身にもしていただけるよ

うな取り組みを検討していただきたい。 

・男女共同参画に関する企業への啓発は、パンフレットの配布、講座開講、講師派遣だけではなく、実際の育児・

介護休暇などの実施状況を具体的に把握したうえで、優秀な企業（事業所）を公表するなど、さらなるＰＲに努め

るために、ファミリーフレンドリー企業のＰＲ方法を工夫するなど、より積極的に取り組んでいただきたい。 

・妊娠中や子連れでも就労相談ができる環境の整備など、労働相談体制の充実を図っていただきたい。 

・女性の活躍のために、稲沢市で安心して出産し、子育てしながら母親が働ける環境づくりに取り組んでいただき

たい。 
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 基 本 目 標 Ⅴ．男女平等の実現に向けた地域環境の整備 

 基本的課題 １．女性に対するあらゆる暴力の根絶 

 主な取り組み (50) セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

セクシュアル・ハ

ラスメント防止

対策の推進 

（秘書広報課、地

域協働課、商工観

光課） 

 

広報紙にセクシュアル・ハ

ラスメント防止と相談窓

口に関する記事を掲載す

る 

（秘書広報課） 

広報いなざわ11月号にセクシャル・ハ

ラスメントの防止も含めた「女性に対

する暴力をなくそう」の記事を掲載し

た。 

Ａ 

記事の掲載依頼

があれば掲載す

る。 

（地域協働課） 

広報いなざわ 11月号にセクシャル・ハ

ラスメントの防止も含めた「女性に対す

る暴力をなくそう」の記事を掲載し、相

談窓口について紹介した。 

Ａ 

引き続き年 1 回

程度市広報に掲

載していく。 

市内事業所に対し、セクシ

ュアル・ハラスメント防止

等に関する啓発活動に努

める 

（商工観光課） 

未実施 
― 

市内事業所への

啓発について検

討していく。 

 

 主な取り組み (51) 女性に対する暴力根絶のための環境づくり 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

女性に対する暴

力根絶のための

環境づくり 

（地域協働課） 

広報紙に「女性に対する暴

力をなくす運動」に関する

記事を掲載する 

広報いなざわ 11月号にセクシャル・ハ

ラスメントの防止も含めた「女性に対

する暴力をなくそう」の記事を掲載し、

相談窓口について紹介した。 

Ａ 

引き続き年 1 回

程度市広報に掲

載していく。 

 

 主な取り組み (52) 稲沢市ＤＶ対策基本計画に統合のため削除 

 

 主な取り組み (53) 相談・カウンセリング体制の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

女性悩みごと相

談（福祉課） 

女性や子どもへの、あらゆ

る暴力に対する相談に対

応できるよう、相談体制を

強化する 

 

市役所相談室にて、女性相談員による

相談を月 2回実施した。 

相談件数 38件〈41件〉 Ｂ 

相談件数は微減

しているが、問い

合わせも多く、必

要性の高さがう

かがえる。 

人権相談（市民

課） 

女性や子どもへの、あらゆ

る暴力に対する相談に対

応できるよう、相談体制を

強化する 

 

人権相談 年12回 相談者数12人〈9人〉 

人権特設相談       年 2回 

人権啓発活動       年 3回 

人権擁護委員研修会    年 1回 

子ども人権教室（小学校） 2か所 

Ｂ 

人権に関する関

心が低い為、街頭

啓発活動の場所

の変更や民生委

員協議会へ出向
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 き相談事業など

の周知を図った

が、いまだ認知度

は低い為、引き続

き周知に努める 

 

 主な取り組み (54) 相談員等の研修の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

相談員等の研修

の充実 

（福祉課） 

相談員の研修機会を拡充

し、能力開発に努める 

愛知県女性相談センター主催「女性相

談員研修会」に参加した。 Ｂ 

今後も相談員の

知識向上に努め

ていきたい。 

 基本的課題 ２．生涯を通じた女性の健康の支援 

 主な取り組み (55) 健康知識の普及及び啓発に統合されたため削除 

 

 主な取り組み (56) 各種がん検診、各種健康教室、健康相談体制の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

健康診査、各種健

康教室、健康相談

体制の充実 

（健康推進課） 

 

ライフステージに合った、

各種がん検診、各種健康教

室、健康相談体制の充実を

図る 

健康診査・各種がん検診は、疾病の早 

期発見・早期治療に役立てられるよう 

実施 

・基本健康診査 640人〈726人〉 

・胃がん検診 2,321人〈2,596人〉 

・大腸がん検診14,371人〈14,525人〉 

・肺がん検診 22,403人〈22,735〉 

・喀痰検査 304人〈293人〉 

・乳がん検診 1,664人〈2,011人〉 

・子宮頸がん検診2,969人〈3,232人〉 

・前立腺がん 6,995人〈7,169人〉 

健康教室 

・中高年の健康教室 年6回  

延べ157人〈163人〉 

・元気！美ボディ教室 年2回 

 延べ47人〈35人〉 

・いきいきいなざわ減塩教室 年2回  

延べ65人〈75人〉 

Ａ 

（健康推進課） 

青年期から健康

について関心を

高めることによ

り生活習慣病の

予防につなげ、

健診による疾病

の早期発見・治

療により健康の

増進を図ってい

る。 

 

◆数値目標 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１８（平成３０）年度 

乳がん検診の受診率 １６．３％ １６．１％ ― 
６．８％ 

〈８．２％〉 
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※乳がん検診の受診方法の変更あり、2010（平成22）年度から 2年に 1回となった 

 主な取り組み (57) 健康づくり支援ボランティアの充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

健康づくり支援

ボランティアの

充実 

（健康推進課） 

 

市民の健康づくりを支援

できるボランティアの組

織強化のため、既存のボラ

ンティアを対象に活動支

援する 

食生活改善推進員（ボランティア）養

成講座の活動を支援 

年間8回、 延べ83人〈90人〉 

 Ａ 

住民の自主的な

栄養改善を行う

ため、食生活改

善推進委員の養

成及び地域ボラ

ンティア組織の

育成を図る。 

 

 主な取り組み (58) 健康知識の普及及び啓発 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

妊婦健診 

（健康推進課） 

 

女性の健康問題への認識

を高めるための施策を検

討する 

 

妊娠中第1 回～14 回（含：子宮頸が

ん検診） 延べ14,134人〈13,913人〉 

 
Ａ 

妊娠期から定期

的に健診を受診

できるように支

援する。 

乳がん自己検診

の普及・啓発 

（健康推進課） 

 

女性の健康問題への認識

を高めるための施策を検

討する 

 

乳がんの自己検診法 

1,134人〈1,429人〉 

（集団での乳がん検診時に実施） 
Ｂ 

乳がん検診の際

DVDとリーフレッ

トを使用し、啓発

に努めている。 

保健師の研修機

会の拡充 

（健康推進課） 

 

母子保健に関わる保健師

の研修機会を拡充し、能力

開発に努める 

 

県、保健所等の研修会に参加してい

く。 
Ｂ 

研修を通して、子

育て支援のため

のスキルアップ

に努める。 

 

 主な取り組み (59) 性差医療についての啓発  

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

性差医療につい

ての啓発 

（市民病院医事

課） 

性差医療の周知について

検討する 

性差に応じて安心して医療や健診を受

けることのできる環境を整えている。 
Ａ 

乳がん検診、子宮

がん検診、前立腺

がん検診などで

実施。 

※男性と女性ではかかりやすい病気が異なったり、同じ病気でも症状が異なることがあります。そのような性差に配慮

した医療（性差医療）が必要と考えられるようになっています。 

 

 主な取り組み (60) 生涯にわたってスポーツできる事業の推進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

スポーツ普及振

興事業 

体育振興会等の活動を通

して、男女とも生涯にわた

中高年のための健康づくり教室 

・実施日 9月 11日～10月 23日 
Ｂ 

（スポーツ課） 

スポーツ教室参
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生涯スポーツ推

進事業 

各種スポーツ大

会運営事業 

各種スポーツ団

体補助事業 

（スポーツ課） 

 

り行えるスポーツの振興

を図る 

 （全 6回） 

・場所 武道館 

・参加者 15人〈25人〉 

（男 2〈2〉 女 13〈23〉） 

健康ヨガ 

・実施日 9月 7日～10月 12日 

 （全 6回） 

・場所 勤労福祉会館、豊田合成アリー  

 ナ 

・参加者 20人〈20人〉 

（男 2〈0〉 女 18〈20〉） 

健康太極拳 

・実施日 6月 8日～7月 13日 

 （全 6回） 

・場所 勤労福祉会館 

・参加者 25人〈25人〉 

（男 2〈2〉 女 23〈23〉） 

シニアフィットネス教室 

・実施日 １月 8日～2月 12日 

（全 6回） 

・場所 勤労福祉会館 

・参加者 25人〈25人〉 

（男 2〈3〉 女 23〈22〉） 

スポーツ大会 

（スポーツレクリエーション協会事

業） 

・実施日 5月～6月 

・開催種目 ゲートボール、グラウン

ド・ゴルフ、インディアカ、ソフトバレ

ーボール、ビーチボール 

・延参加者 769人〈713人〉 

スポーツ振興事業（体育振興会補助） 

・補助団体数 15団体〈15団体〉 

・実施事業 運動会とスポーツレクリ

エーション 3種目以上を実施する 

・延参加者 63,575人〈59,753人〉 

加者は昨年度よ

り増加している

が、相変わらず女

性が 8 割以上で

あり、このことに

関しては男性の

参画が遅れてい

る。 

男性も女性も一

緒に楽しめるス

ポーツを体育振

興会を通じてよ

り一層普及して

いくことが必要

である。 

  

 基本的課題 ３．地域における相互扶助の推進 

 主な取り組み (61) 市民活動支援センターの活動の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

市民活動支援セ

ンター体制の確

立 

（地域協働課） 

ＮＰＯやボランティア等

の情報拠点となる市民活

動支援センターの活動の

推進に努める 

平成 31年 4月より稲沢市社会福祉協議

会所管のボランティア関係窓口との一

本化に向けて調整中である。 
Ｂ 

窓口業務の一本

化により一層の

活動推進に寄与

する。 
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◆数値目標 

※平成 27年度に登録団体の見直しを行った。 

 

 主な取り組み (62) 社会福祉協議会の活動の支援 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

社会福祉協議会

の活動の支援 

（福祉課） 

 

社会福祉協議会に登録し

ている福祉ボランティア

の活動を支援する 

地域福祉活動の推進に努

める 

 

・ボランティアグループ活動費 

助成件数 19団体〈18団体〉 

・ボランティア・市民活動だより 

発行回数 4回〈4回〉 

・各種ボランティア養成講座・ 

研修会開催回数 4講座〈4講座〉 

・ボランティア・市民活動連絡会 

開催回数 5回〈5回〉 

・ボランティア派遣 

件数 331件〈28件〉 

Ａ 

社会福祉協議会

の実施するボラ

ンティアの育成、

活動支援及びコ

ーディネート等

について、引き続

き支援していく。 

◆数値目標 

  

主な取り組み (63) 国際交流・協力の推進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

国際交流・協力の

推進 

（秘書広報課） 

 

男女共同参画実現に向け

た様々な分野での国際交

流を地域に根付かせる 

在住外国人のために、情報

ポルトガル語相談 24回〈24回〉 

（男性 22人〈6人〉女性41人〈30人〉） 

翻訳・外国人向けパンフレット 

 3件〈3件〉 

Ａ 

月 2 回のポルト

ガル語での相談

により、在住外国

人の疑問点を解

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１８（平成３０）年度 

市民活動支援センター登録

団体数 

（地域協働課） 

１８０団体 １２８団体 ― 
１０６団体 

〈１０８団体〉 

市民活動支援センター登録

団体所属会員数 

（地域協働課） 

８，０００人 ６，４３２人 ― 
４，２１３人 

〈４，２７６人〉 

市民活動支援センター市民

登録者数 

（地域協働課） 

２５人 ２０人 ― 
１１人 

〈１１人〉 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１８（平成３０）年度 

福祉ボランティア登録者数 

（福祉課） 
２，３００人 １，３０６人 １，３０９人 

１，２３５人 

〈１，２３４人〉 
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提供や相談体制の充実に

努め、安心して生活できる

環境づくりをサポートす

る 

稲沢市国際友好協会が推

進するボランティア活動

の活性化を図り、国際交流

意識を高める 

国際交流機関との連絡及び調整 

 4回〈2回〉 

消し、安心して生

活できるよう努

めた。 

 

■ 男女共同参画審議会のコメント 

 

基本目標 Ⅴ 男女平等の実現に向けた地域環境の整備 

 

・各種カウンセリングの相談内容を精査し分析を加え実効性を伴った情報として整備することで、より迅速な

対応を可能にし、被害防止に繋がるのではないか。 

・地域環境の整備の一環として、誰もが正しい知識を持つためにも、子どもの頃から教育現場などで、定期的

にいじめ等を含めて、セクハラ、ＤＶ等の認識を育てる機会の充実を図っていただき、また、結婚前の青少年

期や、妊婦さん等の結婚後間もない女性などを対象とすることについても検討していただきたい。 

・人間ドック・脳ドック・腫瘍マーカー検査等、一部公費負担で健康診断の範囲を広げることを検討していた

だきたい。 

・６０代の高齢者予備群から使える段階的な予防事業を検討し、生涯スポーツ事業と連携してさらに発展した

取り組みの検討が必要である。 
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 稲沢市ＤＶ対策基本計画 

 基本的課題 (01) ＤＶ被害防止に向けた啓発 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

ＤＶ防止に関す

る啓発の実施 

（秘書広報課、地

域協働課） 

 

市広報によるＤＶに関す

る啓発を図る 

（秘書広報課） 

女性に対する暴力反対（11月号） 
Ａ 

ＤＶなど女性に

対する暴力反対

の記事を掲載し、

啓発に努めた 

各種講座等の機会を捉え、

ＤＶに関する啓発を図る 

（地域協働課） 

男女共同参画推進セミナー（前期・後

期）において、市作成のＤＶ啓発パン

フレット「ＤＶってなに？」を配布、

説明し、啓発を実施した。 

Ａ 

今後も男女共同

参画推進セミナ

ー等の機会を捉

えて、啓発を実

施していく。 

出前講座の実施

（地域協働課） 

 

県主催の出前講座を利用

し、地域住民のＤＶに対す

る理解を深める 

未実施 

― 

講座依頼がくる

ように啓発を実

施していく。 

若い世代への教

育・啓発（学校教

育課、地域協働

課） 

 

学校における人権教育の

推進を図る 

（学校教育課） 

いじめの問題をはじめ、人権に配慮した

教育を常に各学校で実践している。１２

月の人権週間には、朝礼等の時間を活用

するなど、取組みを行った。 

Ａ 

いじめ防止や差

別廃止の観点か

ら人権教育に取

り組んだ。 

デートＤＶなどを理解す

るための学習機会の提供

に努める 

 

（地域協働課） 

男女共同参画推進セミナー（前期・後

期）において、市作成のＤＶ啓発パン

フレット「ＤＶってなに？」を配布、

説明し、啓発を実施した。 

Ｂ 

30年度は男女共

同参画推進セミ

ナーのテーマが

若い世代を対象

とした内容だっ

たため、若い世

代へのＤＶの啓

発につながった

が、啓発が計画

的なものとなる

よう意識的に取

り組んでいく必

要がある。 

 

基本的課題 (02) ＤＶ相談体制の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

相談窓口の設置 

（福祉課、子育て

支援課、高齢介護

課、健康推進課、

市民課） 

若い世代から高齢者まで

多様な相談に対応できる

体制の整備に努める 

若い世代から高齢者まで

多様な相談に対応できる

（福祉課） 

市役所相談室にて、女性相談員による相

談を月 2回実施した。 

相談件数 38件 

ＤＶ相談件数 4件〈2件〉 

Ｂ 

今後も相談体制

の整備に努めて

いく。 
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 体制の整備に努める （子育て支援課） 

母子のＤＶ相談件数 10件〈6件〉 

 Ａ 

関係機関と連携

を図りながら、

ＤＶ被害者の支

援を行ってい

る。 

（高齢介護課） 

地域包括支援センター、介護保険事業

所等との情報交換や、民生委員等への

啓発に努めた。 

Ａ 

今後も高齢者の

相談体制整備に

努める。 

（健康推進課） 

保健事業(健康診査・健康相談・家庭訪

問等)の中で確認できたケースについて

こども課、高齢介護課等と連携しなが

ら支援を行っている。 

 

 

Ｂ 

対象者に相談窓

口の周知をして

相談ができる体

制を整えている

とともに、担当

者間の連携をと

り支援を行う。 

（市民課） 

人権相談 年 12回  

相談者数 12人〈9人〉 

人権特設相談 年 2回 

子ども人権教室（小学校） 2か所 

 
Ｂ 

市内 2 小学校で

児童に対し、人権

教室の開催や、広

報や民生委員協

議会へ出向き相

談事業などの周

知を図ったが、い

まだ認知度は低

い為、引き続き周

知に努める 

外国人への配慮 

（秘書広報課） 

 

外国人からのＤＶ相談に

対応できるよう通訳等の

配置や外国語パンフレッ

トによる情報提供に努め

る 

 

ポルトガル語相談24回 

（男性22人〈6人〉女性41人〈30人〉） 

Ａ 

ポルトガル語で

相談できる機会

を設け、ＤＶを含

む様々な相談が

できる体制を整

えた。 

安全確保（福祉

課、子育て支援

課、高齢介護課、

市民課） 

緊急性の高い事案につい

て、一時保護施設と連携す

るとともに、警察等関連機

関と連携して被害者やそ

の子ども等同伴家族の安

全確保に努める 

 

（福祉課） 

愛知県女性相談センター等との連携を

図り、被害者の保護を行った。 

Ｂ 

今後も支援体制

の整備に努めて

いく。 

（子育て支援課） 

母子の一時保護件数 1件〈0件〉 

母子生活支援施設措置件数 0件〈0件〉 
Ａ 

一時保護等に至

らない場合に

も、母子の安全

が確保されるよ

う、支援してい

る。 

（高齢介護課） 

警察、医療機関、地域支援センター、

民生委員等と情報共有し早期対応と安

全確保に努め、地域包括会議等で事例

検討を実施した。 

Ａ 

今後も緊急性の

高い事案の処遇

に適切に対応で

きるよう努め

る。 
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「住民基本台帳事務にお

ける支援措置申出書」の受

付により住民基本台帳の

閲覧等を制限する。また、

住民基本台帳に基づいて

事務処理を行う部署での

情報管理の徹底と連携を

図る 

（市民課） 

関係各課及び関係自治体と連携を密に

しながらDV被害者の住所を保護してい

る。 

・平成30年度受付状況 123件 

 （うち当市受付分49件〈38件〉） 

 

Ａ 

DV被害者の住所

の管理について

は、今後も細心

の注意を払って

いく。 

職員への啓発、研

修（地域協働課） 

関係職員へのＤＶに対す

る啓発を行うとともに、マ

ニュアルの活用や県主催

の研修会への参加を通じ

て職員の資質向上を図る 

福祉課、子育て支援課の担当職員に対

し、県主催研修の情報提供を随時実施

した。 Ｂ 

今後も県から研

修の通知があれ

ば、関係職員に

情報提供してい

く。 

 

基本的課題 (03) 自立支援の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

平成３０年度 
コメント 

実施状況 評価 

自立に向けた生

活の支援 

（福祉課、子育て

支援課、高齢介護

課） 

 

関係機関と連携し、各種手

当の支給や就業、各種福祉

サービスの利用に向けた

支援を図る。 

（福祉課） 

各関係機関と連携を図り、自立の援助に

努めた。 

Ｂ 

今後も支援体制

の整備に努めて

いく。 

（子育て支援課） 

要保護児童対策協議会において関係機

関と情報共有し、連携しながら支援を

行っている。 

Ａ 

今後とも関係機

関と連携を図り

ながら慎重に対

応していく。 

（高齢介護課） 

地域包括支援センター、民生委員等へ

の啓発に努めた。 

Ａ 

今後もサービス

利用の啓発に努

める。 

健康に対する支

援 

（健康推進課） 

 

ＤＶ被害者が医療機関等

で健康回復のために適切

な支援を受けられるよう、

相談支援を図る 

 

ＤＶ被害者の精神的な健康回復を支援

し、次世代へ連鎖しないよう心の健康

問題として支援をしている。 

 母子手帳交付時の妊娠に関するアン

ケート、新生児訪問の際の産後うつに

関する質問票等により、家族関係等を

確認し、適切な育児ができるように支

援している。 

Ａ 

ＤＶ被害者の精

神的な健康回復

のために、面接・

訪問を通じ、早期

に相談に応じて

支援している 

子どもに対する

支援（子育て支援

課、学校教育課

課） 

 

教育委員会、児童相談セン

ター等と連携し、子どもの

心のケア等の支援を図る。 

 

（子育て支援課） 

面前ＤＶによる心理的虐待件数が増え

ており、一宮児童相談センターと連携

しながら対応している。子の安全確認

のための面談の際には親に対し子ども

への影響について説明している。 

 また、子育て支援総合相談センター

では子どもからの相談にも応じてい

る。 

Ａ 

相談担当者だけ

ではなく、子ど

もに関わる職員

による日ごろの

観察から子ども

に対する様々な

支援につなげて

いる。 

（学校教育課） 

関係機関と連携し、相談等事案ごとに Ａ 
虐待、ＤＶの防

止、子どもの心
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対処した。 のケアに努め

た。 

 

 

 

■ 男女共同参画審議会からのコメント 

 

◇ 稲沢市ＤＶ対策基本計画 

 

・ＤＶの当該者への支援、対応策だけでなく、未然に防ぐ対応策について検討していただきたい。 

・ＤＶの被害者は、自ら被害にあっている感覚がない場合が多く、行政への相談に至らない場合が多いので、

児童虐待のように周囲が異変に気が付いたら、気軽に通報できるようなシステムの構築が必要ではないか。 

・問題を抱えている市民が、問題解決に向けて動き出せるよう支援し、その解決に向けて関係機関と連携を図

り、場合によっては保護する等、積極的な介入を図っていただきたい。 

・ＤＶは若い世代に多発すると考えがちですが、高齢者世代にも発生する事がありますので、高齢者対象のＤ

Ｖ講座等の開催が必要である。 

 

 

■ 男女共同参画審議会からのコメント 

 

◇ 実施状況報告全体について 

 

・様々な取り組みについては、ツイッターやインスタグラムなどのＳＮＳ等の情報源を活用し、若い人たちへ

の啓発の機会を増やす取り組みを図っていただきたい。 

・全体的にＡ評価が多いが、根拠となる数値がないものへの評価については検討していただきたい。 

・施策を実施したことを次のステップにつなげるための評価について、担当課の評価だけでなく第三者の方に

評価していただくべきではないか。 

・「男女共同参画」に向けての取り組みがなされているのはわかるが、啓発活動を中心とするよりも積極的な

アプローチが必要なのではないか。 

・今後の課題においては、「検討していく」や「積極的に取り組んでいく」など前向きな言葉がならんではいる

が、具体的な内容について最低限度の項目を定める必要があるのではないか。 
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